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【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

①市町村と連携したセーフティネットの拡充
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市町村
における
包括的
な支援
体制の
構築

▼ 市町村の高齢・障がい・児童・生活困窮などの
福祉関係部署をはじめ、住まいや教育、就労、保
健センターなどの関係部署や市町村社協や社会福
祉法⼈、隣保館などの関係機関が連携し、包括的
な支援体制が構築・拡充されるよう、市町村訪問
による助⾔、先進事例や最新情報の提供などを通
じて、市町村を支援します。
 

○大阪府地域福祉・高齢者福
祉交付⾦

○市町村地域福祉担当課⻑会
議

901,598

０

894,277

０

901,598

０

○地域福祉・⾼齢者福祉交付⾦の活⽤により、市町村が創意⼯夫を凝らし、地
域の実情や住⺠ニーズに沿った施策を⽴案、推進することを⽀援した。
○市町村における包括的な支援体制の構築が進むよう、アンケートの実施や市
町村訪問及び市町村地域福祉担当課⻑会議を通じて、必要な情報提供や意
⾒交換を⾏った。
・市町村アンケート実施 （2月）
・市町村訪問 （8月）
・市町村担当課⻑会議 （11、3⽉）

（評価及び課題）
○市町村における包括的な支援体制整備が構築・拡充されるよう、市町村の地域実情に沿っ
た支援が求められている。

（今後の方向性）
○引き続き、市町村が地域共生社会の実現や地域福祉・高齢者福祉の向上に資する事業を
地域実情に応じて展開できるよう、交付⾦による財政⽀援を⾏っていく。
○今後も、市町村訪問や会議等を通じて、先進事例や最新情報の提供を⾏っていく。

地域福祉課

このほか、重層的支援体制整備事業の早期実施
に向けた制度理解や、体制構築の⼿法を学ぶ研
修を市町村や市町村社協、社会福祉法人・社会
福祉施設等の関係者を集めて開催します。

〇包括的支援体制構築推進事
業

6,384 5,531 6,632 〇包括的⽀援体制整備や重層的⽀援体制整備事業の円滑な実施に向け、市
町村職員や関係者に対し、制度理解のための講義や先進事例の提供を⾏った。
 全体研修会 2回（7月、3月）開催
〇市町村間の交流やネットワーク構築に向けた勉強会をブロックごとに開催した。
 ブロック研修会  5ブロック（9月から11月）
〇市町村の課題に合わせてアドバイザー等の派遣を23市町に対して55回⾏っ
た。

〇地域の実情に応した包括的な支援体制が構築されるよう、市町村の課題に応じたアドバイ
ザーの派遣を⾏っていく。

地域づく
りに資す
る環境
整備

○大阪府地域福祉・高齢者福
祉交付⾦【再掲】
※本交付⾦を活⽤し、孤⽴死防
止関連事業に取り組む自治体あ
り

901,598 894,277 901,598

地域福祉課

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

〇福祉基⾦設置運営費
 「ウィズコロナ、ポストコロナに対
応した地域活動モデルの開発」

238,433
の一部

220,950
の一部

0 〇府⺠の孤⽴や不安の解消を図ることを⽬的に、ウィズコロナに加え、ポストコロナ
も⾒据えた地域活動のモデル開発を促進するための事業を公募した。

地域福祉課

○大阪府高齢者にやさしい地域
づくり推進協定
  ・協⼒企業等との協定の締結

0 0 0 〇認知症の⼈を含む⾼齢者にやさしい地域づくりの推進を図るため、⺠間の協⼒
事業者と大阪府高齢者にやさしい地域づくり推進協定を締結した。
 ・関電サービス株式会社
  （締結︓令和4年9⽉）

（評価及び課題）
○市町村が構築する⾼齢者の⾒守り体制等の充実に寄与しており、引き続き、⺠間企業の協
⼒を得て、取り組みを進める必要がある。

（今後の方向性）
○ 「高齢者にやさしい地域づくり推進協定」に関し、協定先事業者の取組み状況を把握し、必
要に応じて取組みの促進を働きかける。

介護支援課

○大阪ええまちプロジェクト 23,789 22,781 23,789 〇⾼齢者の社会参加・⽣きがいづくり推進に向けた気運醸成や住⺠主体の多様
なサービス創出等の促進を支援。
 ・地域団体等へのプロボノによるプロジェクト型支援13団体
 ・先輩団体による随時個別相談型支援14件
 ・地域づくりの関係者を対象に、地域づくりにおける取組み（居場所づくり、生活
⽀援、移動⽀援）状況や、好事例を発信する⼤交流会の開催（２⽇間）１
日目 計１１0端末、２日目１３８端末

（評価及び課題）
○高齢者の社会参加・生きがいづくりの気運醸成を図るとともに、市町村における多様なサービ
ス創出を推進した。

（今後の方向性）
○引き続き、気運醸成と多様な主体による多様なサービス創出に向けた取組を実施していく。

介護支援課

○地域⽀援事業交付⾦（包括
的支援事業・任意事業 法定負
担分 19.25%）
※予算額・決算額は地域支援事
業交付⾦の総額

6,070,837 6,045,820 6,567,359 〇市町村地域⽀援事業交付⾦の包括的⽀援事業で以下の取組を実施。
生活支援体制整備事業で、生活支援コーディネーターを各市町村に延べ364人
配置（第1層と第2層の兼務32人）。

（評価及び課題）
〇市町村が地域⽀援事業交付⾦を活⽤し地域の実情に応じた取組を実施。

（今後の方向性）
〇引き続き市町村が地域の高齢者ニーズに沿った事業を実施していく。

介護支援課
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地域福
祉のネッ
トワーク
の仕組
みづくり

▼ 地域福祉のセーフティネットの核であるCSWの
配置促進に努め、「⾒守り・発⾒・つなぎのネット
ワーク」の強化を図ります。

○大阪府地域福祉・高齢者福
祉交付⾦【再掲】
※市町村は、本交付⾦を活⽤し
てCSW配置促進に取り組む
○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

901,598 894,277 901,598 ○交付⾦の活⽤により、地域住⺠等からの相談に応じ、専⾨的な福祉課題の解
決に向けた取組や、住⺠活動の調整を⾏うとともに、⾏政の施策⽴案に向けた提
⾔等を⾏うコミュニティソーシャルワーカー（CSW）の配置を⽀援し、「⾒守り・発
⾒・つなぎのネットワーク」の強化を図った。
 ・令和4年度CSW配置⼈数︓135⼈（府内34市町村）

（評価及び課題）
○交付⾦の活⽤により、各市町村ではCSWの配置が進んでおり、配置割合は全中学校区の
85%となっている。

（今後の方向性）
○引き続き、全中学校区に1名の配置をめざし、市町村地域福祉担当課⻑会議等を活⽤
し、市町村へ配置促進を働きかけるとともに、交付⾦による財政⽀援や先進事例（地域福祉
のコーディネーターとの連携事例等）の周知・啓発等を⾏っていく。

地域福祉課

【４】関係事業等

○市町村を通じて、市町村社会福祉協議会における小地域ネットワーク活動の
推進に向けた取組に対し、交付⾦による財政⽀援を⾏うとともに、市町村地域福
祉担当課⻑会議の場を活⽤し、市町村の実施状況や課題、対応策等について
情報提供を⾏った。

○市町村が⺠間団体（市町村社会福祉協議会等）と連携して⾏う孤⽴死防
⽌事業について、交付⾦による財政⽀援を⾏った。

（評価及び課題）
○府内全市町村において、小地域ネットワーク活動の取組が進められている一方で、参加者の
固定化や担い⼿不⾜、活動のマンネリ化などの課題がある。
○各市町村において、ライフライン事業者等との連携を進めるなど、孤⽴死を未然に防ぐ仕組み
づくりを⾏う必要がある。

（今後の方向性）
○引き続き、交付⾦による財政⽀援を⾏うとともに、市町村担当課⻑会議を通じて、先進事例
や最新情報の提供を⾏っていく。

〇「ウィズコロナ、ポストコロナに対応した地域活動モデルの開発」事業で培ったスキルを活かし、
今後も府⺠の孤⽴や不安解消のための事業に役⽴てる。

▼ 地域住⺠等による主体的な地域づくりを進める
ため、⼩地域ネットワーク活動などの地域住⺠の活
動を⽀援することにより、地域住⺠が⾒守り、⽀え
合う取組を市町村及び市町村社協などと連携して
進めていきます。
 このほか、対面型の活動が困難な場合でもつなが
り続けられるようＩＣＴや ＳＮＳを活用した取組
など、地域住⺠等の⽀援ニーズに応じた地域づくり
のための好事例の提供等を通じて市町村を⽀援し
ます。
また、地域住⺠等の地域福祉活動への関⼼を⾼め
るため、住⺠向け研修会やシンポジウムなどの市町
村の取組を支援します。
このほか、地域づくりに資する好事例などを提供する
など市町村を支援します。
孤⽴死を防⽌するため、こうした地域づくりのほか、
新聞配達や電気・水道・ガス等のライフライン事業
者との連携等効果的な方策を検討します。

【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と
今後の方向性

【１】
頁

【２】項
目 【記】第4期計画の記載内容

（1）地域福祉のセーフティネットの拡充

1
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【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容
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地域福
祉のネッ
トワーク
の仕組
みづくり

○CSWブロック別連絡協議会等
○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

0

0

0

0

0

0

○CSWブロック別連絡協議会の場を活用し、SSW担当者より「大阪府のSSW
事業とCSWとの連携について」情報提供をいただき、相互の制度概要や活動内
容について、理解促進が図られた。

○市町村地域福祉担当課⻑会議において、CSWを中⼼としたSSW等のコー
ディネーターの連携事例について情報提供し、協働体制づくりを働きかけた。

（評価及び課題）
○具体的な連携事例を情報提供することにより、コーディネーター間の協働体制づくりの働きか
けを⾏った。

（今後の方向性）
○引き続き、先進事例を収集し、市町村へ情報提供を⾏っていく。

地域福祉課

○スクールソーシャルワーカー配置
事業
※スクールソーシャルワーカー連絡
会の実施

74,632 63,325 74,632 〇府教育庁主催のSSW連絡会や研修会において、CSW等地域の社会資源と
の連携について発信するとともに、福祉部主催のCSWブロック別連絡協議会に府
指導主事が参加し、SSWとの連携について情報提供を⾏った。

（評価及び課題）
〇府指導主事がCSWとの連携が図れた。
 今後、CSWの活動について各市町村で認識を深めることにより、福祉関係機関との有効な連
携を図る必要がある。

（今後の方向性）
〇SSW連絡会におけるCSWとの連携をはじめ、CSWブロック別連絡協議会への府指導主事
の参加を通じて、相互の活動についての理解をさらに深め、連携の充実をめざす。

小中学校課
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個人情
報保護
の啓発
等

○地域のコーディネータースキル
アップ研修

0 0 0 〇地域福祉のコーディネーターの基礎研修にて、CSWや社会福祉施設の相談
員、市町村職員等に個人情報の取扱い包括的な支援体制の整備について、本
計画についての説明も含んだ研修を実施した。

（評価及び課題）
○地域福祉のコーディネーターに対して、個⼈情報の適正管理や本計画や包括的⽀援体制、
重層的⽀援体制整備事業についての講義を⾏い、周知を図った。

（今後の方向性）
○個⼈情報の適正管理も含めた研修を⾏い、周知徹底に努める。

地域福祉課

○⺠⽣委員・児童委員研修【再
掲】
※本予算を活用し、実施

6,211 6,211 6,211 ○府が⼤阪府社会福祉協議会に委託し、新任の⺠⽣委員・児童委員に対し
て、個人情報の取扱いの研修を実施。

（評価及び課題）
○⺠⽣委員・児童委員への情報提供について、各市町村において、本⼈同意なく個⼈情報を
提供するためには、個⼈情報保護条例の適切な運⽤による個⼈情報保護に係る審議会に対
し諮問を⾏うことが必要となるため、事務の煩雑さ等が課題となっている。

（今後の方向性）
○好事例を収集し、情報提供を⾏っていく。
○マイナンバー制度についても、引き続き研修を⾏い、適切な管理を働きかけていく。

地域福祉課

○職員研修支援事業
※本予算を活用し、実施

43,903 43,903 43,903 ○受講者 78名、3回開催
（職員研修支援事業のうち数）

（評価及び課題）
○本事業を実施することにより、施設職員が個⼈情報保護法を正しく理解し、利⽤者の権利
を擁進するための体制づくりを推進した。

（今後の方向性）
○引き続き、個⼈情報の保護を適正に⾏い、⽀援の質を⾼めることを⽬的とした研修事業を実
施していく。

福祉人材・法人
指導課

○職員への個人情報の適正な管
理を促すために、全体研修を⾏う
とともに、各所属において職場研
修を実施

0 0 0 ○職員への個⼈情報の適正な管理を促すために、全体研修を⾏うとともに、各所
属において職場研修を実施した。

（評価及び課題）
○全体研修及び職場研修を⾏い、職員に対して個⼈情報の適正管理の周知を図った。

（今後の方向性）
○今年度も引き続き全体研修及び職場研修を⾏い、個⼈情報の適正管理の周知徹底に努
める。

情報公開課
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CSW等
の資質
向上

▼ 複雑多様化する地域福祉課題への対応や、
ICT（情報通信技術）の活用による支援手法の
多様化に対応するため、CSW等のコーディネーター
が、ソーシャルワークの専⾨的、かつ、幅広い知識を
習得できるよう、研修等を⾏い資質向上を図りま
す。

○地域のコーディネータースキル
アップ研修【再掲】

○CSWブロック別連絡協議会
【再掲】

0

0

0

0

0

0

○CSWの資質向上を図るため、府社会福祉協議会とともに、「地域福祉のコー
ディネータースキルアップ研修」として、新任のCSW等を対象にコミュニティソーシャル
ワークの基礎的な知識や技術の修得を⽬的とした「基礎研修」を開催した。

○CSWのブロック別連絡協議会（豊能・三島ブロック、北河内ブロック、中河内・
南河内ブロック、泉州ブロック）に参加し、府からの情報提供や日頃の活動に関
する意⾒交換を⾏った。

(評価及び課題）
○市町村を通じて、CSWに対し研修受講の呼びかけにより、多数のCSWが受講している。
○CSWブロック別連絡協議会については、各ブロックともに定期的な運営が⾏われており、活発
な意⾒交換がなされている。

（今後の方向性）
○引き続き、CSWの資質向上を図るための研修を府社会福祉協議会とともに実施するととも
に、ブロック別連絡協議会を通じ、CSW同⼠の連携・協⼒体制の⼀層の強化を図っていく。

地域福祉課
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CSW配置人数（全中学校区に1名配置）
※政令市・中核市除く
 2022（R4）年度︓135名（34市町村）

地域福祉課
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「 重層的⽀援体制整備事業及び重層的⽀援体制整備事業への移⾏準備事
業を実施している市町村」
2022(R4)年度 13市町村
内訳︓ 重層的⽀援体制整備事業 7市町
    重層的⽀援体制整備事業への移⾏準備事業 6市町村

地域福祉課

◆目標・指標 「CSW配置人数（全中学校区に1名配
置）」 ※政令市・中核市除く（36市町村）
  2018（H30）年度︓154名／（参考）149名（35
市町村）
  2021年度︓173名／（参考）164名（35市町村）
  2023年度︓191名／（参考）178名（35市町村）

▼ CSWをはじめ、地域包括支援センターや社会
福祉施設、介護保険サービス事業所、生活支援
コーディネーター、SSW、スマイルサポーター等地域
の支援機関等の連携が進むよう、グループワーク等
による意⾒交換や交流の機会を創出し、関係者間
のネットワーク構築を図ります。
また、コーディネーターの連絡協議会等を活用し、各
制度・⽀援内容の周知・PRなど連携強化に向けた
相互理解の啓発を⾏います。

▼ 要支援者情報の共有化による効果的な支援
サービスを提供するため、個⼈情報の保護と利⽤の
バランスを十分に考慮し、市町村や関係者間で情
報共有できるよう個⼈情報保護制度の取扱いな
ど、そのルール化の促進に取り組むとともに、コーディ
ネーター等に対しては、個人情報保護に関する研
修実施等を通じて啓発を図ります。
  また、「社会保障・税番号制度（マイナンバー制
度）（※）」については、すでに社会保障・税・災
害対策の⾏政⼿続きで利⽤が開始されていること
から、利⽤者サービスの向上と個⼈情報の適切な
管理等に努めます。

◆目標・指標 「 重層的支援体制整備事業及び重層的支
援体制整備事業への移⾏準備事業を実施している市町村」
現在の状況（2021年度） ９市町
 2023年度⽬標  全市町村

2



第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

②生活困窮者への支援や、ひきこもり・自殺対策等の充実

29
生活困
窮者への
支援

▼ 府内における⽣活困窮者の⽀援が適切かつき
め細やかに実施されるよう、市町村連絡会議や市
町村訪問などを通じて、先進事例の紹介を⾏うな
ど、努⼒義務・任意事業の取組促進や円滑な事
業実施を支援します。

○⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業 94,602 85,483 89,779 ○福祉事務所設置⾃治体における任意事業の取組促進及び円滑な事業実施
を支援するため、市町村連絡会議の開催及び任意事業未実施9自治体への個
別訪問を実施した。

○令和４年度任意事業実施⾃治体数
 ※カッコ内は令和３年度
 ・就労準備支援事業       35（35）
 ・一時生活支援事業       35（35）
 ・家計改善支援事業       32（30）
 ・子どもの学習・生活支援事業  28（28）
○⽣活困窮者等に対して⾏う就労⽀援に関する業務を効率的かつ効果的に⾏
うため、広域就労支援事業を大阪府を含む12自治体により委託実施した。
○262事業所を就労訓練事業として認定（政令市・中核市認定分含む）。

（評価及び課題）
○府内の福祉事務所設置自治体に対する事業の取組促進、広域支援を進めた。

（今後の方向性）
○引き続き、府内の福祉事務所設置自治体に対する事業の取組促進、広域支援を進める。
○令和５年度任意事業実施⾃治体数（予定）
 ・就労準備支援事業       35
 ・一時生活支援事業       35
 ・家計改善支援事業       33
 ・子どもの学習・生活支援事業  28

地域福祉課

▼ 大阪府が実施主体となる府内郡部における生
活困窮者⾃⽴⽀援事業については、各町村と連
携を図り、⽣活福祉資⾦貸付制度等で明らかに
なったこれまで福祉の窓口や支援機関につながって
いなかった⽣活困窮者層への⽀援策の検討を⾏う
など各事業の取組を充実させていきます。

○⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業
【再掲】

94,602 85,483 89,779 ○大阪府が実施主体となる郡部（島本町を除く９町村域）において、必須事
業に加え、全ての任意事業と被保護者就労準備支援事業・被保護者家計改
善支援事業を一体的に委託実施した。

（評価及び課題）
○府内郡部における事業実施を進めるとともに、⽣活福祉資⾦貸付制度の利⽤者の⽀援ニー
ズの把握及び⽀援策に係る検討を⾏なった。

（今後の方向性）
○引き続き、府内郡部における事業実施を進めるとともに、各町村及び関係機関との連携強
化を図り、生活困窮者層に対する支援を充実させていく。

地域福祉課

▼ 相談支援員等の相談援助技術の向上等を目
的に、支援現場の声や課題を反映した相談支援
員等従事者研修を開催します。

○⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業
【再掲】

94,602 85,483 89,779 ○現場の声、課題を反映した府従事者研修を実施するため、研修企画PT会議
を開催し、研修内容の充実を図った。研修企画PT会議の意⾒を踏まえて従事
者研修を開催し、相談支援員等のスキル向上を図った。

（評価及び課題）
○府内自治体の相談支援員等のスキル向上に努めた。

（今後の方向性）
○研修企画PT会議を開催し、現場の声、課題を反映した従事者研修を開催する。

地域福祉課

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

0 0 0 ○市町村地域福祉課⻑会議において、⽣活困窮者⾃⽴⽀援に関係する⽅策
の取組状況を報告するとともに、連携の必要性等について、市町村へ働きかけを
⾏った。

（評価及び課題）
○連携事例を増やし、情報共有を図る体制整備の推進が必要である。

（今後の方向性）
○連携事例の収集を通じて、好事例の数を増やし、市町村など関係機関へ情報提供を⾏って
いく。

地域福祉課

○⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業
【再掲】

94,602 85,483 89,779 ○市町村連絡会議において、他機関、他制度との連携及びネットワークづくりの
好事例を紹介した。

（評価及び課題）
○市町村連絡会議等を通じて、相談機能とのネットワーク化を促進した。

（今後の方向性）
○引き続き、市町村連絡会議等において関係機関との連携の好事例を⽰すなど相談機能の
ネットワークづくりを促進する。

30
子どもの
貧困対
策

○新⼦育て⽀援交付⾦

○ひとり親家庭等生活向上事業
（子どもの生活・学習支援事
業）

2,995,549
（うち優先配

分枠
500,000）

39,602
（総額で記

載）

2,944,641
（うち優先配

分枠
477,364）

30,883
（総額で記

載）

2,995,549
（うち優先配

分枠
500,000）

35,943
（総額で記

載）

○平成27年度に創設した新⼦育て⽀援交付⾦の優先配分枠事業に⼦どもの
貧困対策関係として２事業を位置づけ、本事業の活用により、市町村が取り組
む子どもの貧困対策を推進。
 ・学習等支援事業 実施市町村 7市町
 ・居場所づくり事業 実施市町村 14市町

○ひとり親家庭等生活向上事業の子どもの生活・学習支援事業において、ひとり
親家庭の子どもに対する生活習慣の習得支援や学習支援等を実施。
 ・実施市町村 ５市

（評価及び課題）
○令和4年度の新⼦育て⽀援交付⾦の学習等⽀援事業は7市町、居場所づくり事業は14市
町で実施され、放課後の学習支援や食事の提供を含む子どもの居場所づくり等に活用された。
○ひとり親家庭等生活向上事業の子どもの生活・学習支援事業は、５市で実施され、生活・
学習⽀援のほか、登校⽀援を⾏った。

（今後の方向性）
○新⼦育て⽀援交付⾦において⼦どもの貧困対策事業を実施する市町村を増やすとともに、
「⼦どもの貧困緊急対策事業費補助⾦」において、市町村における地域の実情に応じた⼦ども
の貧困対策の取組を推進する。
○ひとり親家庭等生活向上事業の子どもの生活・学習支援事業を実施する市町村を増やす。

子育て支援課

○⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業
【再掲】

94,602 85,483 89,779 ○府内福祉事務所設置自治体に対し、市町村連絡会議を通じて子どもの貧困
対策に関する情報提供を⾏うとともに、⼦どもの学習・⽣活⽀援事業の円滑な事
業実施を⽀援するため、府従事者研修を通じて本事業の先進事例の紹介等を
⾏った。
○令和４年度は、府内28⾃治体において、⽣活困窮世帯の⼦どもに対する学
習・生活支援事業を実施した。

（評価及び課題）
○令和4年度に⼦どもの学習・⽣活⽀援事業を実施する⾃治体は、令和３年度と同数の28
自治体であった。

（今後の方向性）
○⼦どもの学習・⽣活⽀援事業未実施の⾃治体に対し、実施に向けた働きかけを⾏うととも
に、市町村連絡会議等において先進事例を紹介するなど、実施⾃治体における⽀援内容の充
実を図る。

地域福祉課

▼ 子どもの貧困については、子どもの将来がその生
まれ育った環境に左右されないよう、貧困連鎖を防
止することが重要です。そのため、庁内の関係部署
や市町村、関係機関と連携して学習支援事業や
SSWの充実、保護者の就労支援などの施策を進
めます。

▼ ⾃⽴相談⽀援事業については、地域社会から
の孤⽴などにより⽀援につながっていなかった⽣活困
窮者を早期に発⾒し、適切な⽀援につなげるため、
CSW、地域包括⽀援センター（※）や隣保館
（※）など既存の相談事業などと密接に連携し、
相談機能のネットワーク化を促進します。

3



第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

30 就労支援など

○「OSAKAしごとフィールド」運営
事業

408,751 405,109 419,991 〇OSAKAしごとフィールドにおいて、若者や⼥性、⾼年齢者、障がい者などの求
職者に対し、キャリアカウンセリングやセミナー、職場体験等を通じて、就職から職
場定着までの支援を実施した。
・令和４年度就職者数︓6,679⼈

（評価及び課題）
〇就職支援の取組を通じて、多くの求職者を安定就業に結び付けることができた。

（今後の方向性）
〇就職に困難性を有する求職者に対する支援メニューの充実を図りながら、引き続き取組を続
けていく。

就業促進課

○⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業
【再掲】

94,602 85,483 89,779 ○福祉事務所設置⾃治体における任意事業の取組促進及び円滑な事業実施
を支援するため、市町村連絡会議の開催及び任意事業未実施9自治体への個
別訪問を実施した。

○令和４年度任意事業実施⾃治体数
 ※カッコ内は令和３年度
 ・就労準備支援事業       35（35）
 ・一時生活支援事業       35（35）
 ・家計改善支援事業       32（30）
 ・子どもの学習・生活支援事業  28（28）
○⽣活困窮者等に対して⾏う就労⽀援に関する業務を効率的かつ効果的に⾏
うため、広域就労支援事業を大阪府を含む12自治体により委託実施した。
○262事業所を就労訓練事業として認定（政令市・中核市認定分含む）。

（評価及び課題）
○令和３年度に就労準備⽀援事業を実施する⾃治体が3５福祉事務所設置⾃治体とな
り、完全実施となった。
○認定就労訓練事業所は⼀定数確保できているが、利⽤促進に向けた利⽤者とのマッチング
について検討を⾏う必要がある。

（今後の方向性）
○認定就労訓練事業について、周知を図る。

地域福祉課

○がん診療拠点病院に設置され
た、がん相談支援センター相談員
向け研修会
○大阪労働局（職業安定課）
と連携したがん患者の就職支援
事業
○大阪産業保健総合支援セン
ターと連携したがん患者の治療と
仕事の両⽴⽀援事業
○がん診療連携協議会、NPO法
人等の関係機関と連携した企業
及び府⺠向けの啓発セミナー 等

145 66 145 ○⼤阪府がん診療連携協議会 相談⽀援センター部会と連携し、府内がん拠
点病院のがん相談支援センター相談員を対象とした研修会をオンラインで実施
（参加者79名）。
○大阪労働局と連携し、がん患者の就職支援事業を実施。（がん拠点病院12
病院）
○⼤阪産業保健総合⽀援センターと連携し、がん患者の治療と両⽴⽀援事業
を実施。（がん拠点病院8病院）
○商⼯労働部と連携し、企業向けに両⽴⽀援シンポジウムを実施。
・オンラインシンポジウム 「がんと就業」（1/18）

（評価及び課題）
〇関係機関と連携して研修を⾏い、がん拠点病院の相談員のスキルアップを図った。また、がん
患者や家族、企業に対して啓発等を⾏った。
 課題としては、相談員がより様々な相談に対応できるためのスキルアップを図る必要がある。ま
た、がん患者や家族、企業に対する普及啓発を継続する必要がある。

（今後の方向性）
〇がん相談支援センター相談員を対象とした研修会を実施し、相談員のスキルアップを図る。
〇がん患者や家族、企業への啓発を図る。

健康づくり課

⺟⼦家庭等就業・⾃⽴⽀援セン
ター事業

〇⺟⼦・⽗⼦福祉センター管理
運営事業

指定管理料
22,747
の一部

指定管理料
22,747
の一部

指定管理料
22,747
の一部

○⼤阪府⽴⺟⼦・⽗⼦福祉センターの指定管理業務として、ひとり親家庭の親
等に対して、就業相談から就業支援講習会の実施、就職情報の提供など、一貫
した就業支援サービスや、養育費の相談等の生活支援サービスを提供した。
 ・相談者数  299人

（評価及び課題）
○専⾨相談員による就業相談や就業情報の提供を実施した。相談者数は昨年度より上昇。
令和2年度285⼈、令和３年度314⼈、令和４年度299⼈

（今後の方向性）
○センターの周知に努めるとともに、ハローワーク等との連携をさらに強化し、ひとり親家庭の親等
の雇用の確保を図っていく。

子育て支援課

○難病相談支援センター事業 10,553 10,553 10,553

地域保健課

▼ 生活困窮者や高齢者、障がい者、ひとり親家
庭の親、がん・難病患者などの就労支援について
は、⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業等（福祉部⾨）
と、各市町村の地域就労支援センター（※）、ハ
ローワーク及びOSAKAしごとフィールド（※）等
（労働部門）が連携し、就職及び職場定着の支
援に取り組みます。

（評価及び課題）
○大阪労働局と連携した講演会の実施を通じて、支援者の資質向上を図るとともに、難病患
者の就労へのきっかけづくりに寄与した。
○難病医療情報センターや⼤阪労働局との間で就労事例検討会を開催するなど、情報共有
や支援のあり方の検討を実施できた。
⇒難病相談⽀援センターでの就労⽀援についての認知度があまり⾼くないため、更なる啓発が
必要。

（今後の方向性）
〇難病法の改正により難病相談支援センターの連携先として福祉や就労支援機関が明記さ
れたことをふまえ、また、難病患者の多様化する支援ニーズに対応するため、引き続き、大阪労
働局等就労⽀援機関、難病医療情報センターとの綿密な連携のもと患者や⽀援者への取組
みを強化する。
(患者、支援者向け講演会の開催や支援者のスキルアップ等)

○大阪労働局難病患者就職サポーター等と連携し以下の事業を実施した。
・就労相談事業（毎⽉第2第4⾦曜⽇ 予約制︓19名参加）
・就労問題学習会（R4年5⽉23⽇現地とWEBのハイブリッド形式で実施︓38
名参加）
 大阪労働局の難病患者就職サポーターを講師に招聘し、ハローワークでの難病
患者への就労支援をテーマに、講演会を実施
・就労事例検討会(令和4年6⽉、12⽉ 計2回)
 難病医療情報センター、堺市難病患者⽀援センター、ハローワークと連携のうえ
実施
・就労に関する個別相談を実施
(令和4年度︓電話・メール 99件、⾯接 35件)

4
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【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

30 就労支援など

○⾏政の福祉化 0 0 0 〇指定管理者募集の企業説明会において、⼤阪府の⾏政の福祉化の取組みに
ついて周知を⾏った。

〇社会福祉法⼈向け監査説明会において、⼤阪府の⾏政の福祉化の取組み
全般の周知、また、社会福祉法⼈に対する⾏政の福祉化への協⼒依頼を⾏っ
た。

（評価及び課題）
〇⼤阪府の⾏政の福祉化の取組みについて、⺠間企業等へ向けて周知・協⼒依頼を進めるこ
とができた。

（今後の方向性）
〇総合評価一般競争入札等、公契約等を活用した雇用・就労支援の強化を図る。 福祉総務課

○ハートフル企業農の参入促進
事業
（工賃向上計画支援事業 ※
国事業名）

5,242 5,241 5,262 〇ハートフルアグリを一層促進するため、農家等と地域の福祉事業所のマッチング
を⾏い、農家等が試⾏的に障がい者の農作業体験を受け⼊れることで、農家等
が障がい者の農業の担い手としての可能性を検証する機会と障がい者自身が農
業への適性を把握する機会を創出するとともに、農作業体験を受け入れた農家
等と福祉事業所の請負契約の締結を支援した。

（評価及び課題）
〇令和4年度は作業請負契約の成⽴は1件、マッチング成⽴は5件あり、障がい者⾃⾝が農業
への適性を把握する機会を創出することができた。

（今後の方向性）
〇契約成⽴農家による経営改善効果の発信等を通じて、受け⼊れ農家の掘り起こしを⾏い、
福祉施設とのマッチングを促進する。

農政室推進課

〇市町村会議を3回開催（R4.7、8月、R5.3月。うち、1回は研修会として開
○市町村アンケートの実施（R4.6⽉。10⽉に更新）。市町村へフィードバックす
るとともに府⽴⾼校及び私⽴学校が参加する教育庁主催の会議（成果報告
会）に情報提供した（12月）

地域福祉課

○スクールソーシャルワーカー配置
事業

74,632 63,325 74,632 ○政令市・中核市を除く府内全市町村のすべての中学校区に週1回SSWを配
置できるよう市町村に府から補助を⾏った。
○多様化、複雑化する事案への対応や社会資源との協働のため、より専門性の
⾼いSSWスーパーバイザーを派遣し、市町村教育委員会や学校の⽀援を⾏っ
た。

（評価及び課題）
○市町村にSSWを配置し、ヤングケアラーを含めた⼦どもの課題に対して適切な⽀援につなげ
た。

（今後の方向性）
○ヤングケアラー本⼈やその家庭の要望に沿った⽀援が⾏われるよう引き続き⽀援の充実を図
る。

小中学校課

▼ ひきこもりについては、ひきこもり地域支援セン
ターにおいて本人や家族から電話での相談を受ける
とともに、地域におけるひきこもり支援を充実させるた
め、個別支援のコンサルテーションや研修講師の派
遣等、市町村等の⽀援者に対する後⽅⽀援を⾏
います。
 また、支援員の資質向上に向けた研修会を実施
するとともに、市町村への個別訪問により、助言等
を⾏い、様々なノウハウを有する⺠間⽀援団体や関
係機関と市町村とのネットワークづくりに向けた支援
を⾏います。

〇ひきこもり支援に携わる人材の
養成研修事業(地域福祉課へ移
管)
○⼦ども・若者⽀援地域協議会
○⼦ども・若者⺠間⽀援団体連
絡会議
〇⼦ども・若者育成⽀援に関する
市町村と⺠間⽀援団体意⾒交
換会
○居場所づくり事業
○⻘少年スキルアップサポートモデ
ル事業

1,955 1,046 3,306 〇研修では、ひきこもり当事者の声を聴く機会や専門の実践を基にした講義や
ワークを実施した。
○市町村の⽀援従事者に対する研修や、⽀援のノウハウを有する⺠間⽀援団体
と市町村の連携を深めるための意⾒交換会等に取り組むとともに、内閣府の「⼦
供・若者⽀援地域ネットワーク強化推進事業」を活⽤しながら、市町村の実情に
応じた支援ネットワークの構築や強化に向けた取組みをバックアップした。

（評価及び課題）
〇研修は、当事者の声や専門の実践経験を聴く機会は少なく、現場の支援につながる内容と
なった。
○市町村における⼦ども・若者⽀援地域協議会の設置は５市から増えていない。

（今後の方向性）
〇研修は、ひきこもりの理解や現場の⽀援につながる内容とともに、「8050問題」等社会状況
に応じた内容を盛り込み、継続して実施をする。
○市町村⼦ども・若者⽀援地域協議会の設置は５市であるが、協議会の設置のみならず、市
町村の実情に応じた支援ネットワークの構築に向け取り組む。そのため、庁内関係部局との連
携のもと、協議会設置済の５市と協働し、市町村が直面している課題の解決に向けた研修を
実施するなど、⻘少年の多様な課題に対応できる体制整備を促進する。
また、困難を有する⻘少年に対する⽀援体制を強化するため、⺠間⽀援団体等と協⼒し、ひき
こもり支援先進市以外にも取組みが広がるように働きかける。

⼦ども⻘少年課

地域福祉課

▼ 『⾏政の福祉化（※）』をより⼀層推進し、政
策評価調達の充実・強化や障がい者の雇用・就労
による企業の農業分野等新分野への参入促進を
はじめ、職域のさらなる開拓などの取組を通じて、就
職困難者の雇⽤・就労機会を創出し、⾃⽴⽀援を
進めます。

30

▼ ひきこもりやヤングケアラー、孤独・孤⽴等の
様々な課題を抱える方・世帯への支援については、
その課題に応じて地域の多様な社会資源が協働
し、分野横断的に切れ⽬なく⽀援できる体制が構
築されるよう市町村に働きかけます。

（評価及び課題）
〇市町村会議を開催し、市町村の好事例や本府の取組状況（福祉部及び教育庁）を紹
介。3回のうち1回は研修会として開催し、市町村職員のヤングケアラーへの理解を深めた。1市
町村あたり3名しか参加できなかったため、参加人数の増を検討する必要がある。

（今後の方向性）
令和5年度も引き続き、
〇社会的認知度の向上、早期発⾒・実態把握
〇プラットフォームの構築
〇支援策の充実
に取組む

〇ヤングケアラー支援体制強化事
業

7,023 5,506 8,669

様々な
課題など
の対応

5
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【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

30
様々な
課題など
の対応

▼ ヤングケアラーについては、地域住⺠等をはじ
め、福祉・教育の関係機関等への意識醸成や研修
の実施、支援体制の構築等により支援の充実を図
ります。

○ヤングケアラー⽀援関係課⻑会
議の設置・運営

ー ー 152 ○大阪府におけるヤングケアラー支援に向けた取組みを総合的に推進するため、
ヤングケアラー⽀援関係課⻑会議を設置。（R4開催回数︓2回）
○ヤングケアラー支援関連施策について庁内調査を実施。

（評価及び課題）
○関係課⻑会議において、国の動きや府の今後の⽅向性等を共有し、「ヤングケアラー⽀援推
進指針」を策定した。
○⼦どもや若者が家族の世話のために⾃⾝の可能性を諦めることなく、⾃分の将来を⾃分で切
り拓いていくことが叶う社会を実現を⽬指す。

（今後の方向性）
○国においては、令和４年度から６年度までの３年間をヤングケアラー認知度向上の「集中取
組期間」とし、早期発⾒・把握、⽀援策の推進、社会的認知度の向上に取り組むことが⽰され
ていることから、府においても令和４年度から令和６年度の３年間を重点的な取組の期間と
し、庁内関係部局及び市町村等と連携し、取組を進めていく。

⼦ども⻘少年課

〇ヤングケアラー支援体制強化事
業

7,023 5,506 8,669 〇啓発シンポジウム（1月15日）を開催。
○福祉専門職等へのヤングケアラー研修を実施（40回）。
○福祉専⾨職に対して、実態調査を実施し、ヤングケアラーの認知度やケースの
把握状況などを調査。
○⽀援策の充実として、福祉基⾦を活⽤したモデル事業を実施。5団体に助成。
意⾒交換会を実施し、各助成団体の取組状況を共有。また、シンポジウムで取
組み状況を発表。

地域福祉課

○ヤングケアラー支援体制強化事
業
※専門人材等連絡協議会の実
施

71,289 58,177 71,288 ○福祉専⾨職に対して、実態調査を実施し、ヤングケアラーの認知度やケースの
把握状況などを調査。

（評価及び課題）
〇⽣徒と接する時間が⻑い教職員は、⽣徒の⽇々の変化に気付きやすく、ヤングケアラーを発
⾒しやすい⽴場にあることから、教職員のヤングケアラーに対する理解の促進が重要である。

（今後の方向性）
〇教職員を対象としたヤングケアラー⽀援に関する研修を実施し、教職員の理解を促進するこ
とにより、早期発⾒⼒をより向上させる。

高等学校課

○スクールソーシャルワーカー配置
事業

74,632 63,325 74,632 ○政令市・中核市を除く府内全市町村のすべての中学校区に週1回SSWを配
置できるよう市町村に府から補助を⾏った。
○SSW連絡会や研修等を通じてヤングケアラーに対する支援の在り方を市町村
教育委員会やSSWに伝え、各校での支援の充実を図った。また、ヤングケアラー
の早期発⾒、早期把握に係る資料を作成し、府域の⼩中学校を対象に配付し
た。

（評価及び課題）
○市町村教育委員会やSSWを通じて各学校でのヤングケアラーに係る理解促進することがで
きた。

（今後の方向性）
○ヤングケアラーの早期発⾒、早期把握するための仕掛けや⼯夫が各学校で推進されるよう、
SSWとともに研修等の機会の充実を図る。

小中学校課

▼ 自殺の対策については、課題を抱えた方を早期
に発⾒できる地域づくりの推進や⽣活困窮者⾃⽴
⽀援制度による本⼈に寄り添った⽀援、精神保健
医療福祉に関する相談などの取組を総合的に進め
ます。

○自殺対策強化事業
（相談体制の整備や普及啓発、
⼈材養成を⾏うとともに、市町村
や⺠間団体への⽀援等により、地
域の⾃殺対策⼒の強化を図る）

151,284 132,329 139,469 意⾒交換会を実施し、各助成団体の取組状況を共有。また、シンポジウムで取
組み状況を発表。

（評価及び課題）
・30歳未満の若年層の⾃殺者数が増加傾向にあることから若者への⾃殺対策の推進が必
要。
・自殺の背景には様々な社会的要因が複雑に関係しており、社会経済情勢の変化等に応じて
必要な⽀援を⾏えるよう、関連施策との連携強化を進めるとともに、市町村など関係機関と連
携し、府域全体で自殺リスクを低下させるよう取組む必要がある。

（今後の方向性）
・大阪府自殺対策計画に基づき、「府内の自殺者数の減少傾向を維持する」ことを目標とし、
「府⺠のこころの健康づくりを進める」等当⾯、特に集中的に取組まなければならない11の重点
施策に取組む。
・特に⾃殺者数が増加傾向にある若者への対策を強化する。

地域保健課

▼ 依存症については、こころの健康総合センターや
保健所、依存症専門相談電話などの相談支援体
制の充実や、専⾨医療機関の選定など医療体制
の確保を進めるとともに、医療、⾏政、⺠間機関、
自助グループ等による連携体制を推進し、地域にお
けるネットワークの充実を図ります。

（評価及び課題）
○依存症の本⼈及び家族への相談⽀援の充実、依存症治療を⾏う医療機関の拡充、医療
機関や依存症⾃助団体等のネットワークによる公⺠連携の強化を図った。
 依存症の疑いのある人の推計数と、相談者や受診者数に差があるため、依存症の正しい知
識の普及啓発が課題である。

（今後の方向性）
○引き続き、「普及啓発の強化」・「相談⽀援体制の強化」・「治療体制の強化」・「切れ⽬のな
い回復⽀援体制の強化」を4本柱とし、アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症対策を総合的
かつ計画的に取組む。

地域保健課○依存症相談を実施した。こころの健康総合センターにおいては、令和２年５⽉
から第２・第４土曜日に依存症専門相談を実施している。
・相談実数
 こころの健康総合センター︓  801⼈
 保健所（中核市含む）︓1,058⼈
 「おおさか依存症⼟⽇ホットライン」︓185件
○依存症専⾨治療機関（政令市も含め）15ヶ所
○大阪府依存症関連機関連携会議を開催し（6月、3月）、依存症の本人及
び家族等への⽀援の課題抽出、解決策の検討を⾏った。
○府の保健所（全９か所）及びこころの健康総合センターにおいて、依存症へ
の理解と⽀援⽅法を学ぶ研修や事例検討会を実施した。（事例検討会18回、
研修25回実施）

（評価及び課題）
〇シンポジウムや福祉専⾨職に対する研修を実施することで、ヤングケアラーに対する理解が深
まった。⽀援の輪を広げるためには、1度きりではなく繰り返し⽀援の必要性を周知する必要があ
る。

（今後の方向性）
令和5年度も引き続き、研修や事例集の配付等を通じてヤングケアラーの周知を図り、実態調
査やモデル事業を実施することで、支援策の充実を図る。

52,397
の一部

35,296
の一部

102,498
の一部

○こころの健康総合センター・保
健所での依存症相談の実施
○依存症相談対応⼒強化事業
（おおさか依存症土日ホットライ
ン）
○専⾨医療機関の選定
○依存症関連機関連携会議の
開催
○依存症地域支援ネットワーク強
化事業

6



第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

31
様々な
課題など
の対応

▼ また、⼈権に係る問題や犯罪被害、⼥性・男
性が直面する課題などについて、大阪府及び市町
村が密接に連携し、相談⽀援などを⾏うことで、その
課題解決に取り組みます。

○「人権相談･啓発等事業」
（大阪府人権相談窓口）
※人権に関わる課題を有する府
⺠からの相談に対して、課題解決
に役⽴つ各種施策等の情報提供
や事案に応じた適切な相談窓⼝
等への紹介等を⾏う。

43,275
の一部

43,275
の一部

43,342
の一部

○委託により、専⾨の相談員による「⼤阪府⼈権相談窓⼝」を開設し、府⺠から
の人権に関する相談を受け、その課題に応じた情報の提供や相談機関の紹介を
⾏った。
・令和4年度 相談件数延べ3,785件

○市町村からの要請に応じ、⼈権相談に関する必要な助⾔や⽀援を⾏った。
・令和4年度 相談件数延べ125件

（評価及び課題）
○市町村の⼈権相談窓⼝の補完的役割を果たすとともに、専⾨的な対応や⽀援を⾏い、府
内の相談機能の充実を図った。

（今後の方向性）
○引き続き、「大阪府人権相談窓口」を適正に運営する。

人権擁護課

24,936 17,336 24,979 障がい福祉企画
課

○犯罪被害者等支援事業
被害者⽀援に取り組む⺠間団体
への⽀援や被害者等の協⼒によ
る啓発事業を実施する等、犯罪
被害者等が安心して暮らせるよう
支援すること及び犯罪被害者等
を支える社会づくりを柱とし、犯罪
被害者等施策を総合的に推進す
る。

5,189 3,096 5,189 〇「⼤阪府犯罪被害者等⽀援条例」（平成31年4⽉1⽇施⾏）に基づき設置
した「被害者支援調整会議」を毎月開催し、関係機関が一体となった総合的な
⽀援を実施。また、経済的負担の軽減を図るため、無料法律相談を実施した。

〇府営住宅への⼀時⼊居⽀援や⺠間賃貸住宅の仲介制度により犯罪被害者
等の⽇常⽣活への復帰⽀援を⾏うとともに、⺠間⽀援団体への補助、被害当事
者団体の活動支援、学校等における啓発活動を実施した。

（評価及び課題）
〇関係市町村の参加、協⼒のもと、「被害者⽀援調整会議」を活⽤し相談者ごとに作成した
⽀援計画による⽀援を⾏う。
引き続き、市町村等関係機関のいずれを起点にしても必要な支援が受けられるワンストップ支
援体制の強化が必要。

（今後の方向性）
〇「被害者⽀援調整会議」の円滑な運営を推進するため、実践型研修等を活⽤し市町村との
連携を強化
〇府⺠理解の増進のための啓発活動の実施

治安対策課

○「男⼥共同参画推進のための
相談事業」
※⼥性相談

25,004
の一部

25,004
の一部

25,004
の一部

○⼥性が直⾯している様々な課題について、⼥性相談員による電話相談、⾯接
相談、SNS相談、サポートグループ、⼥性弁護⼠による法律相談の実施等を通
じて、⼥性の⾃⽴と主体的な⽣き⽅をめざすための必要な援助と解決のためのサ
ポートを⾏った。

（評価及び課題）
○⼥性相談員による各種相談事業を実施することで、必要な援助と解決のためのサポートを⾏
うことができた。さらに、コロナ禍において課題を抱える⼥性に対する相談体制の充実を図るた
め、令和３年度から⼥性のためのSNS相談窓⼝を開設した。また、市町村ブロック会議や市町
村相談員を対象に研修を⾏うなど、市町村と連携して課題解決に取り組んだ。男⼥共同参画
の視点を備えた相談員の人材育成・確保が課題。

（今後の方向性）
○引き続き、⼥性のための相談事業を実施する。

男⼥参画・府⺠
協働課

○「男⼥共同参画推進のための
相談事業」
※男性のための電話相談

25,004
の一部

25,004
の一部

25,004
の一部

○男性が直面している様々な課題について、男性相談員による電話相談を実施
した。

（評価及び課題）
○男性相談員による相談事業を実施することで、必要な援助と解決のためのサポートを⾏うこと
ができた。男⼥共同参画の視点を備えた相談員の⼈材育成・確保が課題。

（今後の方向性）
○引き続き、男性のための相談事業を実施する。

男⼥参画・府⺠
協働課

（評価及び課題）
○⼤阪府障がい者差別解消条例に基づき、相談、紛争の防⽌・解決の体制整備及び普及・
啓発活動に取り組み、差別解消を推進している。啓発においては、令和３年度に引き続き動
画の配信等による啓発に取り組んだ。今後も、より多くの方に啓発できるようオンラインの活用等
方法の工夫が必要である。

（今後の方向性）
○令和６年４⽉より改正障害者差別解消法が施⾏され、全国的に事業者による合理的配
慮の提供が法的義務となることから、特に事業者を対象にした研修や啓発に取り組む。
 また、引き続き、大阪府障がい者差別解消協議会の有するネットワーク等を活用しながら、障
がい者の差別解消に取り組んでいく。
○改正障害者差別解消法の施⾏に伴って改正される対応要領や対応指針の周知に努める。

○障がい者差別解消総合推進
事業等
※相談、紛争の防止・解決の体
制整備として、広域支援相談員
を配置し、市町村の相談機関に
おける相談事案の解決を支援す
るとともに、相談機関では解決が
困難な広域的・専門的な相談事
案等に対応する。また、大阪府障
がい者差別解消協議会を設置
し、障がい者差別解消の推進に
関する事項を審議する。
また、差別解消に向けた啓発活
動として、府⺠及び事業者に対す
る障がいの理解促進を深めるため
の周知・啓発を⾏う。

○広域支援相談員による相談対応と市町村への後方支援
・広域⽀援相談員の相談受理件数169件、のべ1,750回の対応
・市町村に対し、情報交換会(出張・オンライン）や支援地域協議会等への出講
等を実施
○障がい者差別解消協議会(2回)及び合議体(2回)の開催
広域⽀援相談員が受け付けた相談事例について、合議体が助⾔を⾏うことで、
事例の蓄積と課題や対応等の整理を⾏うとともに、広域⽀援相談員の対応⼒及
び調整⼒の向上を図った。
○過去に作成した「ほんま、おおきに!! 〜ひろげようこころの輪〜 障がい理解ハ
ンドブック」、「i-Welcome”合理的配慮”接客のヒント集」などを増刷し、必要に
応じて事業者団体や府内市町村等に配布。
○第19回共に生きる障がい者展においてフォーラムを開催。フォーラムでは、知的
障がいと発達障がいを取り上げ、その特性を理解するための疑似体験や家族・⽀
援者による事例紹介を⾏い、それらを基にパネリストによる意⾒交換を実施。その
様子は動画撮影し、後日YouTubeにて公開した。
○あわせて、ヘルプマークの啓発や府が推進する障がい理解に関する啓発事業と
連携した取組みを実施。

7



第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

31

努⼒義務事業実施⾃治体数 （全35福祉事務所設置⾃治体）
          【就労準備支援事業】 【家計改善支援事業】
2019（R元）年度末︓ 33          22
2020（R２）年度末︓ 34          25
2021（R３）年度末︓ 35          30
2022（R４）年度末︓ 35          32

地域福祉課

31

ひきこもり支援ネットワーク構築済自治体数（全43自治体）

2021(R3)年度末︓26
2022(R4)年度末︓36

地域福祉課

③災害時における避難⾏動要⽀援者に対する⽀援体制の充実

32

避難⾏
動支援
体制の
充実

▼ 市町村における避難⾏動要⽀援者名簿の活
⽤や更新、個別避難計画の策定などの取組が促
進されるよう、避難⾏動要⽀援者に係る実務研修
の実施や必要に応じて助言・情報提供等のサポー
トを⾏います。

○避難⾏動要⽀援者の避難⾏
動支援に関する市町村の取組支
援

261 261 532

防災企画課

福祉総務課

▼ そして、平常時における⺠⽣委員・児童委員、
各コーディネーター及び地域住⺠等をはじめとする各
主体による「⾒守り・発⾒・つなぐ」等の取組や避難
訓練を通じて、災害発⽣時に避難⾏動要⽀援者
の円滑な安否確認や避難などができるよう、市町村
における地域の協⼒体制づくりを⽀援します。

○大阪府地域福祉・高齢者福
祉交付⾦【再掲】
※市町村は、本交付⾦を活⽤し
てCSW配置促進等に取り組む

 

901,598 894,277 901,598 ○交付⾦を活⽤し、地域住⺠等からの相談に応じ、専⾨的な福祉課題の解決
に向けた取組等を⾏うCSWの配置を⽀援し、「⾒守り・発⾒・つなぎのネットワー
ク」の強化を図った。また、⾼齢者等の安否確認や孤⽴死に係る対応のほか地域
住⺠と⾏政等が連携して要⽀援者の⾒守り・⽀援体制の構築等を⾏う市町村を
支援した。

○第4期大阪府地域福祉支援計画の策定にあわせ創設した地域福祉推進モデ
ル事業（R2年度）や、福祉基⾦を活⽤した「ウィズコロナ、ポストコロナに対応し
た地域活動モデル開発」事業（Ｒ3〜４年度）の取組みを、市町村地域福祉
担当課⻑会議で紹介した。

（評価及び課題）
○交付⾦を活⽤して、市町村において地域におけるセーフティネットの構築が進められているが、
⼤阪府北部地震などで発災時の安否確認等に課題があることがわかった。

（今後の方向性）
○引き続き、交付⾦を通じて市町村におけるセーフティネットの構築を⽀援するとともに、市町村
ヒアリングや会議等を通じて、先進事例や最新情報の提供を⾏っていく。

○府危機管理室と連携し、個別計画の策定等を予定している⾃治体の取組状況等を把握
し、先駆的な取組などをとりまとめ、府内市町村へ情報共有していく。

地域福祉課

32

災害派
遣福祉
チーム
の設置

▼ 国のガイドラインに基づいて施設団体や職能団
体から構成される「大阪府災害福祉広域支援ネッ
トワーク」を運営し、災害時における福祉専門職等
による支援体制（災害派遣福祉チームDWAT）
の構築を進めます。

○大阪府災害福祉広域支援ネッ
トワークの設置

1,930 1,460 2,564 ○災害福祉支援ネットワーク構成団体等と連携のうえ、チーム員への研修等を実
施し災害時における福祉支援体制の充実・強化を図った。
 ・ネットワーク会議を1回開催
○チーム員の養成等に向けた以下の取組みを実施
 ・３府県合同養成研修２回（31名受講済み）
 ・泉州圏域チーム員の確保を目的とした養成研修１回（12名受講済み）
 ・ステップアップ研修２回（65名受講済み）
 ・コーディネーター研修１回（6名受講済み）
 ・市町村が実施する避難所運営訓練へDWATチーム員が参加した。
○ＤＷＡＴチーム員への必要な情報の発信（随時）

（評価及び課題）
〇災害福祉支援ネットワーク参画団体との連携を強化した。
〇ＤＷＡＴ構成メンバー養成・確保の取組を⾏った。

（今後の方向性）
○引き続き、大阪ＤＷＡＴ等への研修や訓練等の実施により、災害時における福祉支援体
制の充実・強化を図っていく。

地域福祉課

32

社会福
祉施設
における
災害対
策

▼ 社会福祉施設の耐震化や津波被害を想定し
た災害対策マニュアルの作成と避難訓練の実施や
災害時の施設間応援協定の締結等の促進を働き
かけます。

○社会福祉施設等における災害
への備えに関する情報の周知

0 0 0 ○国補助制度の周知や活⽤を図りながら、社会福祉施設の耐震化の促進を
図った。

○各施設間における応援協定が締結されるよう、「社会福祉施設における災害
時の施設間応援協定締結のためのガイドライン」を周知啓発した。

○施設集団指導時や府社会福祉協議会施設部会等において、社会福祉施設
等における災害への備えについて啓発を実施した。

（評価及び課題）
○社会福祉施設等への啓発や働きかけについて予定通り対応できた。

（今後の方向性）
○BCP策定等を含め、社会福祉施設等における災害への備えが進むよう引き続き周知啓発
及び働きかけを実施していく。

福祉総務課

◆⽬標・指標 「努⼒義務事業実施⾃治体数 （全35福祉
事務所設置自治体）」
   【就労準備支援事業】 【家計改善支援事業】
2018（H30）年度︓ 31   15
2021年度︓       35   35
2023年度︓       35   35

◆⽬標・指標  令和５年度当初に、ひきこもりの早期発⾒と
適切な⽀援機関につなげる「ひきこもり⽀援ネットワーク」を全
市町村において構築

（評価及び課題）
○個別避難計画作成を担当する市町村職員や避難⽀援を実施する者の知識の取得など、
資質向上を図ることができた。また、府内の先進的な取組事例を共有することができた。
１件以上作成済みの市町村が増えている一方で、未だに作成できていない市町も一定ある。
また、依然として、避難⽀援を実施する者が不⾜しているなどの課題がある。

（今後の方向性）
○未作成の市町に対しては、個別にヒアリングするなどして事情を把握し、可能な限り早期に作
成できるように個別の支援を実施する。
○１件以上作成済みの市町村に対しては、府内事例の共有を促進するなどして、取組が加速
するように市町村職員向け研修を実施する。
○難病患者の個別避難計画の作成が進むように、市町村職員向け研修を実施する。
 また、引き続き、⾃主防災組織リーダー育成研修において、避難⾏動要⽀援者の⽀援に係る
実技研修を実施する。

○避難⾏動要⽀援者に係る個別避難計画の作成推進に資するため、以下研
修等を⾏った。
 ・副市町村⻑、部局⻑等を対象とした個別避難計画作成の重要性の理解促
進に関する研修を実施
 ・⾃主防災組織リーダー育成研修において、避難⾏動要⽀援者の⽀援に関す
る講義や避難支援に係る実技を実施
 ・個別避難計画を作成する人材に対する研修を実施
 ・市町村職員、個別避難計画作成関係者を対象に、先⾏事例の共有や、地
域調整会議を模擬的に体験できる研修を実施
 ・府内市町村が個別避難計画の効率的な作成の参考にすることを⽬的に、府
内の先進事例をまとめた「市町村職員向け個別避難計画作成⽀援ガイド」を作
成

8



第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

○避難⾏動要⽀援者に係る個別避難計画の作成推進に資するため、以下研
修等を⾏った。
 ・副市町村⻑、部局⻑等を対象とした個別避難計画作成の重要性の理解促
進に関する研修を実施
 ・⾃主防災組織リーダー育成研修において、避難⾏動要⽀援者の⽀援に関す
る講義や避難支援に係る実技を実施
 ・個別避難計画を作成する人材に対する研修を実施
 ・市町村職員、個別避難計画作成関係者を対象に、先⾏事例の共有や、地
域調整会議を模擬的に体験できる研修を実施
 ・府内市町村が個別避難計画の効率的な作成の参考にすることを⽬的に、府
内の先進事例をまとめた「市町村職員向け個別避難計画作成⽀援ガイド」を作
成

防災企画課

福祉総務課

①虐待やDV防止に向けた地域における取組の推進

36
地域にお
ける理解
促進等

▼ 地域住⺠等や⺠⽣委員・児童委員などを対象
に、虐待やDVへの理解促進や相談窓⼝等の周知
を徹底するとともに、普及啓発等を⾏うことにより、
地域における虐待やDVの防⽌及び早期発⾒機能
の強化を図ります。

○高齢者虐待については、市町
村が対応主体となっているため、
ホームページで相談窓口等の周
知を実施

0 0 0 ○ホームページで高齢者虐待の相談窓口等を周知した。また、高齢者虐待の予
防及び早期発⾒・早期対応の強化を図るため、研修等の場を活⽤し、⾼齢者虐
待防⽌についての啓発を⾏った。

（評価及び課題）
○⾼齢者虐待は、「虐待の複雑化」や「⽀援の多様化・⻑期化」が課題となってきており、地域
での理解や認識をより深めていく必要がある。

（今後の方向性）
○研修や会議等で、⾼齢者虐待の予防や早期発⾒の啓発を⾏うとともに、⾼齢者虐待の市
町村の窓口等についても周知していく。

介護支援課

○障がい者虐待については、市町
村が対応主体となっているため、
ホームページで相談窓口等の周
知を実施

262 53 262 ○ホームページで各市町村の相談窓口等を掲載するとともに、リーフレットにより周
知を⾏った。
○当事者向け虐待防止リーフレット「少し勇気を出して、相談してみませんか」を
増刷

（評価及び課題）
○随時適切な周知を⾏っている。

（今後の方向性）
○今後とも、府⺠に対し周知を⾏っていく。

障がい福祉企画
課

○⺠間団体と連携し、児童相談
所全国共通ダイヤル（189）の
周知、児童虐待防止推進月間
（11月）におけるオレンジリボン
キャンペーンの実施、「⼥性に対す
る暴⼒をなくす」キャンペーンの実
施

4217 3744 4,217 ○虐待に気づいたら、ためらわずに通告していただくとともに、周囲の子どもたちに関
⼼を持ち、⼦育て世帯を⾒守り応援する機運が醸成されるよう、以下のとおり市
町村や関係・協⼒団体と連携しながら、集中的な広報啓発活動に取組んだ。
・ガンバ大阪選手のメッセージ動画
・デジタルサイネージによる広報啓発
・オレンジライトアップ
・オレンジリボン啓発ステッカー    等

（評価及び課題）
○児童虐待防止に向け、積極的な広報啓発活動を実施できた。

（今後の方向性）
○ひとりでも多くの府⺠の⽅に、児童虐待防⽌のために何ができるのかを考え、⾏動する機運を
高めていただくために、児童虐待防止推進月間である11月を中心に、「児童虐待防止・オレン
ジリボンキャンペーン」を実施していく。

家庭支援課

○「⼥性に対する暴⼒をなくす運
動」期間におけるキャンペーン等の
啓発活動の実施
○ホームページで相談窓口等の
周知を実施

173 68 173 ○⼥性に対する暴⼒を許さない社会の形成に向けた啓発事業を実施した。
 ・パープルリボンキャンペーン、パープルライトアップ等の実施
 ・ホームページで相談窓口の周知を実施
 ・リーフレットの配付などで相談窓口等を周知

（評価及び課題）
○⼥性に対する暴⼒を許さない社会の形成に向けた啓発事業を実施することにより、広く府⺠
に機運の醸成と相談窓口の周知徹底を図ることができた。

（今後の方向性）
○引き続き、啓発事業の実施や、相談窓口の周知徹底を図る。

男⼥参画・府⺠
協働課

○⺠⽣委員・児童委員研修【再
掲】 ※本予算を活用して実施

6,211 6,211 6,211 ○府が⼤阪府社会福祉協議会に委託し、新任の⺠⽣委員・児童委員及び主
任児童委員に対して、児童虐待の現状や課題、並びに虐待等に対するアプロー
チ、対応方法等について研修を実施。

（評価及び課題）
○研修により虐待やDVへの理解促進並びに⺠⽣委員・児童委員としての関わり⽅、援助⽅
法について周知、啓発ができた。

（今後の方向性）
○引き続き、地域における虐待やDVの防⽌及び早期発⾒機能の強化を図るための研修を⾏
う。

地域福祉課

（２）地域における権利擁護の推進

◆目標・指標
 ◆ 市町村や関係機関等と連携し、平常時からの⾒守り等
の取組を通じた災害時における円滑な安否確認の⽅法などに
ついて、地域実情を踏まえて検討します。
 ◆ 特に災害リスクが⾼いエリアに居住されている住⺠につい
て、災害対策基本法改正から概ね５年以内の個別避難計
画の作成をめざす市町村を支援します。

（評価及び課題）
○個別避難計画作成を担当する市町村職員や避難⽀援を実施する者の知識の取得など、
資質向上を図ることができた。また、府内の先進的な取組事例を共有することができた。
１件以上作成済みの市町村が増えている一方で、未だに作成できていない市町も一定ある。
また、依然として、避難⽀援を実施する者が不⾜しているなどの課題がある。

（今後の方向性）
○未作成の市町に対しては、個別にヒアリングするなどして事情を把握し、可能な限り早期に作
成できるように個別の支援を実施する。
○１件以上作成済みの市町村に対しては、府内事例の共有を促進するなどして、取組が加速
するように市町村職員向け研修を実施する。
○難病患者の個別避難計画の作成が進むように、市町村職員向け研修を実施する。
 また、引き続き、⾃主防災組織リーダー育成研修において、避難⾏動要⽀援者の⽀援に係る
実技研修を実施する。

32
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

36

相談機
能の強
化と関係
機関の
連携

▼ 虐待やDVの防⽌及び早期発⾒を図るには、
専⾨的な知識・ノウハウの習得や関係機関の連携
が進むよう、各相談機関や施設等の従事者や、⾏
政職員等に対する研修を実施し、相談機能の強
化等を図ります。

○施設従事者に対する虐待防止
研修や実地指導の実施
○⾼齢者虐待への対応を⾏う市
町村や地域包括支援センターの
職員に虐待対応⼒を向上させる
ための研修を実施

2,540 2,338 2,460 ○ 市町村や地域包括支援センターの職員を対象に、基礎研修(受講者数301
名)・スキルアップ研修(受講者数102名)・管理職研修(受講者数36名)を実施
した。
○養介護施設従事者等を対象とした⾼齢者虐待防⽌研修（管理者向け研修
41名、現場リーダー研修54名）を実施した。

（評価及び課題）
○養介護施設従事者等による⾼齢者虐待において、職員の教育・知識・介護技術等に関す
る問題が最も多い虐待の発⽣要因となっており、職員の対応⼒向上や施設・組織内での体制
整備が重要となっている。また、養護者による高齢者虐待において、相談通報件数は増加傾向
にあり、⾼齢者虐待に対応する市町村職員等の対応⼒を向上させる必要がある。

（今後の方向性）
○養介護施設従事者等の職員の対応⼒の向上や組織内での体制整備のため、研修を実施
する。また、市町村職員等の対応⼒の向上や⾼齢者虐待の未然防⽌を図るため、体系的に
研修を実施する。

介護支援課

○障がい児者虐待防止支援事
業
・障がい福祉サービス事業所向け
研修の実施
・障がい者虐待防止担当市町村
職員向け研修の実施

2,456 633 2,456 ○障がい福祉サービス事業所向け研修として講義については動画配信し、Zoom
を活用し演習を実施した。
○学識者、弁護⼠、社会福祉⼠等の様々な講師を招き、市町村職員向け研
修として、令和４年度は初任者向け研修を1回（講義動画配信・ZOOMでの
演習）、管理職向け研修（講義動画配信・ZOOMでの演習）、現任者向け
研修（講義動画配信・Zoomでの演習）を各1回実施した。

（評価及び課題）
○研修の対象者別に内容を精査するなど、対象者別に適切な研修を実施している。

（今後の方向性）
○今後とも、障がい福祉サービス事業所職員や市町村職員に対し研修を実施することで、障が
い者虐待の対応⼒の向上や障がい者虐待の未然防⽌を図る。
○講義はYouTubeによる動画配信を⾏い、演習は集合形式で⾏っていく。

障がい福祉企画
課

○市町村職員の子ども家庭セン
ターへの受入れ研修の実施

0 0 0 ○⼦ども家庭センターでの受⼊研修︓22市町33⼈に実施 （評価及び課題）
○児童虐待相談対応件数が増加し多忙を極める中、市町村の体制強化のために前年同様
の市町村職員を受入れ、研修することができた。

（今後の方向性）
○これまで未実施の市町村にも働きかけながら、子ども家庭センターでの受入研修を実施してい
く。

家庭支援課

36

市町村
への広域
的・専門
的支援

▼ 虐待やDV事案に対して適切かつ迅速に対応
するため、地域住⺠等をはじめ、警察や福祉・教育
等の関係機関、専⾨職等の関係団体及び⾏政機
関等との連携の強化を図るとともに、重篤なケース
等への対応及び対応困難事例への助⾔等を⾏う
専門性を強化し、市町村を支援します。

○施設従事者に対する虐待防止
研修や実地指導の実施
・困難事案に関し弁護士・社会
福祉士の専門職チーム派遣の実
施
・市町村担当者と情報共有のた
めの連絡会を実施

3,298 2,556 3,186 ○市町村への技術的⽀援として、対応困難事例に対し府に専⾨相談員を配置
し、相談に応じるとともに必要な場合には、弁護士・社会福祉士からなる専門職
チームを市町村に派遣し、スーパーバイズを⾏った。
・専門職チームの派遣 1回

○⾼齢者虐待対応を⾏う市町村が、府内の⽀援状況や課題の共有を図るた
め、高齢者虐待対応市町村担当者連絡会（出席者22名）を開催した。

（評価及び課題）
○地域によって対応や体制整備に差が出ないよう、市町村間における連携強化、またノウハウ
の共有を支援していく必要がある。

（今後の方向性）
○市町村における⾼齢者虐待防⽌体制整備が強化促進されるよう、対応困難事例に関する
相談に対して、専⾨相談員による助⾔等を⾏うとともに、必要に応じ弁護⼠・社会福祉⼠から
なる専⾨職チームの派遣を⾏う等、市町村における困難事例への⽀援を⾏う。また、市町村間
の連携強化や支援状況の共有のため、市町村の担当者連絡会を開催する。

介護支援課

○専門性強化事業による対応や
判断の困難な個別ケースへの助
言

300 107 300 ○市町村からの依頼に応じ、弁護⼠・社会福祉⼠の派遣を⾏い、対応困難な個
別ケースに助⾔を⾏った。（実績︓３回）

（評価及び課題）
○対応困難なケースに適切に助⾔を⾏っている。

（今後の方向性）
○今後とも、市町村が事業を活⽤できるよう周知を図り、依頼に応じ必要な助⾔を⾏っていく。

障がい福祉企画
課

○市町村職員の子ども家庭セン
ターへの受入れ研修の実施

0 0 0 ○⼦ども家庭センターでの受⼊研修︓22市町33⼈に実施【再掲】 （評価及び課題）
○児童虐待相談対応件数が増加し多忙を極める中、市町村の体制強化のために前年同様
の市町村職員を受入れ、研修することができた。【再掲】

（今後の方向性）
○これまで未実施の市町村にも働きかけながら、子ども家庭センターでの受入研修を実施してい
く。【再掲】

家庭支援課
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

②成年後⾒制度等の利⽤促進

40

地域連
携ネット
ワークの
構築・中
核機関
の設置

▼ 成年後⾒制度の取組をより進めるため、市町
村の取組状況を把握し、必要に応じた助言や調整
を⾏うとともに、専⾨職団体、府社協、市町村・市
町村社協等との連携を図り、市町村において地域
連携ネットワークの構築と中核機関の設置がなされ
るよう支援します。

○地域権利擁護総合推進事業 36,538 35,546 36,557 ○大阪府域の担い手の育成方針・市町村に対する体制整備支援の方針策定
に向けた意⾒聴取のため、「⼤阪府成年後⾒制度利⽤促進研究会」を開催した
（２回・9月、３月）。

○地域連携ネットワーク及び中核機関の設置等について、市町村ブロック別意⾒
交換会や整備済み及び整備予定市を対象とした連絡会を実施し、その必要性
や各市町村の取組方策などを共有した。

〇市町村等の成年後⾒制度の利⽤促進にかかる機能整備及び地域連携ネット
ワークづくりへの⽀援、助⾔を⾏うため、「⼤阪府成年後⾒制度利⽤促進専⾨員
派遣事業」を実施した。

権利擁
護事業
の環境
整備

○地域権利擁護総合推進事業
（旧 地域福祉スーパーバイズ事
業）【再掲】

36,538 35,546 36,557 〇権利擁護相談に係るスーパーバイズ事業
 電話相談件数・・・326件
 専門相談件数・・・17件
〇市町村担当者のための権利擁護研修の実施
 ・成年後⾒制度市町村⻑申⽴研修
 ・相談実務担当者のための権利擁護実務初任者研修
 ・実務者のための事例検討会

（評価及び課題）
○地域の権利擁護機関に対し電話相談及び専⾨相談により適切に⽀援できている。

（今後の方向性）
○利⽤促進を進めるにあたり、⼈材の資質向上や専⾨職⽀援は必要なため引き続き実施す
る。

地域福祉課

○成年後⾒制度利⽤⽀援事業

※市町村申⽴てに要する費⽤・
報酬等の助成にかかる成年後⾒
制度利⽤⽀援事業の適切な実
施に係る市町村への助言等

6,070,837
（地域支援
事業交付⾦

総額）

6,045,820
（地域支援
事業交付⾦

総額）

6,567,359
（地域支援
事業交付⾦

総額）

〇市町村に対し、成年後⾒制度の利⽤促進に繋がる研修に関する周知、情報
提供を⾏った。

（評価及び課題）
○随時、適切な情報提供を⾏っている。

（今後の方向性）
○今後とも、市町村に対し情報提供を⾏っていく。

介護支援課

○成年後⾒制度利⽤⽀援事業

※市町村に対し、成年後⾒制度
利⽤⽀援事業の対象者の拡⼤
等に関する通知を発出

0 0 0 〇市町村に対し、成年後⾒制度利⽤⽀援事業の利⽤促進に向け、対象者の
拡⼤等に関する国通知の再周知を⾏った。

（評価及び課題）
○随時、適切な情報提供を⾏っている。

（今後の方向性）
○今後とも、市町村に対し情報提供を⾏っていく。

障がい福祉企画
課

成年後
⾒制度
の担い手
確保

○権利擁護⼈材育成事業（市
⺠後⾒⼈の養成等）

25,158 25,158 25,494

地域福祉課

（評価及び課題）
○市町村の実状により、地域連携ネットワークづくりが進まない。

（今後の方向性）
○引き続き「⼤阪府成年後⾒制度利⽤促進研究会」にて専⾨職団体・当事者団体等から意
⾒を聴取し、⼤阪府域の担い⼿の育成⽅針・市町村に対する体制整備⽀援の⽅針を策定す
る。

○市町村ブロック別・テーマ別意⾒交換会を開催し、国の第⼆期基本計画における市町村の
役割について理解を促すとともに、地域連携ネットワークの構築を促進する。市町村と家庭裁判
所や専⾨職団体の間のつなぎ役として、連携の促進を⾏う。

○「地域における公益的な取組」としての法⼈後⾒の受任に向け、専⾨職団体・府社協・市町
村中核機関等と連携を図り、円滑に実施する。

▼ 地域の相談機関において、対応が困難なケー
スについては、⼤阪後⾒⽀援センターに設置する
スーパーバイザーが相談に応じることができるよう、そ
の環境整備に努めます。
 市町村職員を対象とした市町村⻑申⽴ての実務
研修や、相談対応業務に係る実践的研修を実施
し、人材の資質向上につながる市町村支援を実施
していきます。
 また、市町村に対して、地域包括支援センター
（※）や市町村社協等との連携を強化し、市町
村⻑申⽴てを必要とする⼈の把握や、申⽴てに要
する費⽤・報酬等の助成にかかる成年後⾒制度利
⽤⽀援事業の適切な実施について、働きかけます。

○地域医療介護総合確保基⾦の事業メニューである「権利擁護⼈材育成事
業」を活⽤し、市⺠後⾒⼈の養成等に取り組む市町に対し財政⽀援を⾏った。
・実施市町村数︓23市町（政令市含む）
 ※ H30（23市町）

○法⼈後⾒専⾨職員を養成するための研修を開催した。（2回・８⽉、１⽉）

（評価及び課題）
○市⺠後⾒⼈の養成に取り組む市町村が、H30年（23市町）以降増えていない。

（今後の方向性）
○引き続き「⼤阪府成年後⾒制度利⽤促進研究会」にて専⾨職団体・当事者団体等から意
⾒を聴取し、⼤阪府域の担い⼿の育成⽅針を策定する。

〇市⺠後⾒⼈の受任促進に向け、専⾨職後⾒⼈から適切な段階で市⺠後⾒⼈に引き継ぐ、
いわゆるリレー方式を、関係機関と連携し推進する。

○「地域における公益的な取組」としての法⼈後⾒の受任に向け、専⾨職団体・府社協・市町
村中核機関等と連携を図り、円滑に実施する。

地域福祉課（介
護支援課・障が
い福祉企画課）

▼ これまでは、主に親族や専⾨職後⾒⼈が制度
を担ってきました。今後は、成年後⾒制度の担い⼿
の確保の観点から、幅広く地域住⺠の参画が可能
となるよう、市町村及び市町村社協とともに、判断
能⼒が⼗分でない認知症⾼齢者等の⾝上保護
（※）や財産管理等の担い⼿である市⺠後⾒⼈
の養成に努めます。
▼ 府域のどの地域においても必要な⼈が成年後
⾒制度を利⽤できるよう、市町村に対して、市⺠後
⾒⼈の養成事業への参画の促進や、市町村社協
等が実施する法⼈後⾒の取組を⽀援する研修事
業等を実施します。また、全市町村において、地域
の実情を踏まえた効果的な制度の担い⼿の確保⽅
策が進むよう、市町村や幅広い専門的職能団体
等の意⾒も伺いながら、新たなモデルづくりを進めて
いきます。
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

40

日常生
活⾃⽴
支援事
業の待
機者解
消・成年
後⾒制
度の利
用促進

▼ ⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業における利⽤者・待
機者の増加に対応するため、⼤阪後⾒⽀援セン
ターや市町村、市町村社協等と連携を図り、待機
者を解消した市町村等の好事例の研究・普及促
進と併せ、成年後⾒制度への移⾏など、利⽤者の
状態に適した制度利⽤の促進を図ります。

○地域権利擁護総合推進事業
（旧 ⼤阪後⾒⽀援センター運
営事業費補助⾦）【再掲】

○⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業費補
助⾦

36,538

319,123

35,546

319,101

36,557

324,108

〇市町村社協職員向けの研修を実施し、権利擁護にかかる制度理解を深め
た。また、担当者間の連携を図るため担当者会議を実施。
 ・⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業実施機関新任職員研修（2回）
 ・⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業⽣活⽀援員会議・担当者会議（5回）

〇利⽤実績（R4年度末現在）
 ・利⽤契約者数 2,922名
 ・待機者数 187名

（評価及び課題）
○利⽤者・待機者ともに増加傾向にあり、今後も待機者解消に向けた取り組みが必要。

（今後の方向性）
○利⽤者や待機者の増加に対応できるよう、好事例等の情報提供を⾏うとともに、成年後⾒
制度への円滑な利⽤促進を図る。 地域福祉課

日常生
活⾃⽴
支援事
業に係る
国への働
きかけ

▼ ⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業の持続的かつ円滑な
運営が可能となるよう、安定的な財源確保や大阪
府と市町村の役割分担の明確化等の制度改⾰を
国へ働きかけます。

○⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業費補
助⾦【再掲】

319,123 319,101 324,108 〇全国主要都道府県⺠⽣主管部（局）⻑連絡協議会及び部単独要望等に
より国へ働きかけを⾏っていく。

（評価及び課題）
○安定的な制度運営が必要。

（今後の方向性）
○継続して要望を⾏う。

地域福祉課

41 地域福祉課

41

成年後⾒制度の担い⼿確保
 2022（Ｒ４）年度末︓26市町
  ※うち「市⺠後⾒⼈養成に参画する市町村数」︓23市町 地域福祉課

41

⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業の待機者数（待機者ゼロ）※政令市除く
 2022（Ｒ4）年度末︓187名

地域福祉課

◆⽬標・指標 「成年後⾒制度の担い⼿確保」
  2018（H30）年度︓26市町村
  2021年度︓34市町村
  2023年度︓全市町村

◆⽬標・指標 「⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業の待機者数（待
機者ゼロ）」 ※政令市除く
  2017（H29）年度︓114名
  2021年度︓待機者ゼロ
  2023年度︓待機者ゼロ

（評価及び課題）
○市町村の実状により、地域連携ネットワークづくりが進まない。

（今後の方向性）
○引き続き「⼤阪府成年後⾒制度利⽤促進研究会」にて専⾨職団体・当事者団体等から意
⾒を聴取し、⼤阪府域の担い⼿の育成⽅針・市町村に対する体制整備⽀援の⽅針を策定す
る。

○市町村ブロック別・テーマ別意⾒交換会を開催し、国の第⼆期基本計画における市町村の
役割について理解を促すとともに、地域連携ネットワークの構築を促進する。市町村と家庭裁判
所や専⾨職団体の間のつなぎ役として、連携の促進を⾏う。

○「地域における公益的な取組」としての法⼈後⾒の受任に向け、専⾨職団体・府社協・市町
村中核機関等と連携を図り、円滑に実施する。

○大阪府域の担い手の育成方針・市町村に対する体制整備支援の方針策定
に向けた意⾒聴取のため、「⼤阪府成年後⾒制度利⽤促進研究会」を開催した
（２回・9月、３月）。

○地域連携ネットワーク及び中核機関の設置等について、市町村ブロック別意⾒
交換会や整備済み及び整備予定市を対象とした連絡会を実施し、その必要性
や各市町村の取組方策などを共有した。

〇市町村等の成年後⾒制度の利⽤促進にかかる機能整備及び地域連携ネット
ワークづくりへの⽀援、助⾔を⾏うため、「⼤阪府成年後⾒制度利⽤促進専⾨員
派遣事業」を実施した。

◆目標・指標
 「◆地域連携ネットワークの構築と中核機関の設置に向け
て、モデル検討等を⾏うとともに、2021年度までに全市町村
が事業に着手するよう、各種の取組を検討します。」
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

③消費者被害等の未然防止

42

消費者
被害等
の未然
防止

▼ 消費者被害等を未然に防止するため、警察や
市町村、関係機関等と連携し、被害を防ぐ方法等
の効果的かつ適切な情報提供を地域住⺠等に⾏
うなど、啓発に努めます。

・府政だよりによる啓発 4,800 4,800 4,800 ○府政だより10月号に高齢消費者の被害の未然防止、拡大防止に係る記事を
掲載した。

（評価及び課題）
○府政だよりは紙媒体で全⼾配布されるので、⾼齢消費者に対する注意喚起として有効な
ツールといえる。インターネット通販に関するトラブルについて、相談事例とアドバイスを紹介した。
府内の高齢者から寄せられた相談内容や相談件数を分析してテーマを選択することにより、実
態に即した注意喚起を⾏うことができた。
 ⼀⽅で消費者被害は多様化・複雑化をしており、効果的な紙⾯の内容について毎年度検討
していくことが必要。

（今後の方向性）
○引き続き府政だよりの紙⾯を確保し、記事の掲載を⾏う。

消費生活セン
ター

（３）地域福祉を担う多様な人づくり

①地域づくりにつながる人づくり

▼ 府社協や市町村社協と連携し、福祉・ボラン
ティアに関するニーズや取組状況等のきめ細かな情
報提供を⾏い、地域における福祉活動への参加促
進や交流の機会拡⼤、災害時ボランティアコーディ
ネーター研修に向けた取組を推進します。

○ボランティア関連事業に関する
情報提供

0 0 0 ○ボランティア関連情報を広く府⺠に情報提供するため、府各部局及び府内市
町村において実施予定のボランティアに関する取組内容を集約し、男⼥参画・府
⺠協働課のホームページに掲載した。

（評価及び課題）
○ホームページの掲載内容を精査し、より閲覧者の利便性を⾼めることができた。

（今後の方向性）
○引き続きホームページにより情報提供を⾏うとともに、府社協等と連携し、更なる情報発信を
⾏っていく。

男⼥参画・府⺠
協働課

○災害時ボランティアコーディネー
ター研修開催

0 0 0 ○毎年実施している「災害時ボランティアコーディネーター研修」については、R3年
度は新型コロナウイルス感染症の影響によりオンラインでの開催だったが、R4年度
については実地にて開催した。
○⼤阪災害⽀援活動連携会議を年３回開催し、⽇本⾚⼗字社や社会福祉
協議会等と災害時の活動に向けた連携を図ったり、災害対応に関する情報提供
等を⾏った。
〇1.17訓練の⾒学を⾏い、各団体の対応を検証していただいた。

（評価及び課題）
〇社会福祉協議会や各団体との顔の⾒える関係を構築し、課題解決に向けた協議や情報共
有が可能となってきている。
〇1.17訓練の⾒学を踏まえ、実際に訓練に参加していただき、発災時の対応や連携⽅法につ
いてさらに協議していく。

（今後の方向性）
〇災害時の府社協・市町村・市町村社協との連携に向けた府社協の取組推進。
〇関係団体と連携した災害時ボランティアコーディネーター研修の実施。
〇研修・訓練に参加し、課題の抽出及び解決を図る。

災害対策課

消費生活センター

9,910 （評価及び課題）
○福祉部等の関連部局や⺠間企業を通じて啓発資料を広く配布するとともに、地域における
⾒守り活動について幅広い⽅⾯からの⽀援を⾏った。

（今後の方向性）
○引き続き、福祉部等の関連部局や⺠間企業と連携し、⾼齢者・障がい者へ⾒守りを強化し
ていく。また、市町村に対し、地域の⾒守りを⾏う組織として有効な「消費者安全確保地域協
議会」の設置を促す。

○府政だより10月号に掲載した記事の抜き刷り版を10,000部作成し、府内の
市町村や包括連携協定企業等を通じて府⺠に配布を⾏った。
○「⾒守り者向けハンドブック」について、福祉部局を通じて福祉関係者等に配布
を⾏った。また、「⾒守り者向けポスター」については、⾼齢者の⾒守りに関する事
業者（スーパーやコンビニの従業員等）に配布を⾏った。さらに、⾒守り者向けに
⾼齢者等を⾒守る際のポイントと⾼齢者に特に多い消費者被害の事例やその対
応策をわかりやすく紹介した動画を作成し、ハンドブック等とあわせて周知することに
より、⾒守り活動の充実を図った。
○⾼齢者の⾒守りボランティア「消費のサポーター」を養成し、⾃治会や⽼⼈クラブ
の集まり等に派遣しミニ講座や消費者啓発への協⼒を⾏った。（登録者︓187
名 派遣︓55回）
○市町村⾏政職員研修会（年２回）の第１回⽬において、他府県における
「消費者安全確保地域協議会」の活動状況、取組み事例を紹介するとともに、
⾒守り活動推進のためのウェブ研修会を開催し、市町村における「消費者安全確
保地域協議会」の設置に向けた支援を実施した。

ボランティ
ア等の参
加促進

45

10,051▼ 高齢者や障がい者等に対し、家族や地域にお
ける⾝近な⽀援者、事業者等が⾒守り、その変化
に気づき、相談機関等に適切につなぐことなどによ
り、被害を未然に防止することができるよう、福祉分
野の関係者や関係機関、事業者等と連携を図ると
ともに、⽀援者向けの講座の開催や⾼齢者の⾒守
りボランティアの養成等を実施します。また、⾒守り
ネットワークに関する情報提供等、市町村職員を対
象とした研修の開催により、市町村における「消費
者安全確保地域協議会」の設置促進に向けて支
援を⾏い、「⾒守り」の強化を図ります。

○「⾼齢者の⾒守り体制の構築」
・⾒守り者向け講座の開催
・⾼齢者の⾒守りボランティアの養
成等
・福祉部等と連携した⾒守り強化
・市町村職員研修会の開催

9,057

13



第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

45
ボランティ
アの養成
等

▼ こうしたボランティア体験や交流活動の推進、地
域課題に応じた養成研修等を通じて、地域に根付
いたボランティアの養成に係る取組を促進します。

○ボランティアコーディネーター設置
事業

2,059 2,059 2,059 ○地域のボランティアコーディネーターの⼈材養成や府⺠のボランティア活動への参
加促進、機関誌やHPによる広報を⾏う⼤阪府社会福祉協議会の「ボランティア
コーディネーター設置事業」を⽀援することにより、⼤阪府ボランティア・市⺠活動セ
ンターの機能強化を図った。

（評価及び課題）
○地域におけるボランティアコーディネーターの養成や、府⺠のボランティア活動に対する関⼼を⾼
め、参加意欲の促進を図ることができた。

（今後の方向性）
○⼤阪府ボランティア・市⺠活動センター機能を強化し、府⺠のボランティア活動に対する関⼼
を高めるため、引き続き、「ボランティアコーディネーター設置事業」を支援していく。

地域福祉課

○ボランティアコーディネーター設置
事業【再掲】

2,059 2,059 2,059 ○地域のボランティアコーディネーターの⼈材養成や府⺠のボランティア活動への参
加促進、機関誌やHPによる広報を⾏う⼤阪府社会福祉協議会の「ボランティア
コーディネーター設置事業」を⽀援することにより、⼤阪府ボランティア・市⺠活動セ
ンターの機能強化を図った。

（評価及び課題）
○地域におけるボランティアコーディネーターの養成や、府⺠のボランティア活動に対する関⼼を⾼
め、参加意欲の促進を図ることができた。

（今後の方向性）
○⼤阪府ボランティア・市⺠活動センター機能を強化し、府⺠のボランティア活動に対する関⼼
を高めるため、引き続き、「ボランティアコーディネーター設置事業」を支援していく。

地域福祉課

○人権教育啓発費の一部 299 149 299 ○PTA及び地域活動に参加するボランティア等の⼈権に対する意識の向上を図
るため、地域教育振興課にて人権教育地区別セミナーを実施している。
・府内3地区で実施（大阪市地区2回、南河内地区、泉南地区各１回）、参
加人数 計59人

（評価及び課題）
○府内各地区でセミナーを⾏うことにより、参加機会の充実を図ることができた。また、グループ
ワークがあり、様々な⼈の意⾒が聞けたのが有意義だったという声が多く聞かれた。（アンケート
結果・感想より）

（今後の方向性）
○地域活動に参加するPTAやボランティア等の自主的な取組につながるよう、より時宜を得た
テーマを設定することにより参加者を増やし、参加者の⼈権に対する意識の向上を図っていく。

地域教育振興課

ボランティ
アの参画
機会創
出

▼ 支援を受けながら社会への参画をめざす人など
に対しては、その状況に応じた支援を通じて、ボラン
ティアへの参画機会の創出を促進します。

○ボランティアコーディネーター設置
事業【再掲】

2,059 2,059 2,059 ○地域のボランティアコーディネーターの⼈材養成や府⺠のボランティア活動への参
加促進、機関誌やHPによる広報を⾏う⼤阪府社会福祉協議会の「ボランティア
コーディネーター設置事業」を⽀援することにより、⼤阪府ボランティア・市⺠活動セ
ンターの機能強化を図った。

（評価及び課題）
○地域におけるボランティアコーディネーターの養成や、府⺠のボランティア活動に対する関⼼を⾼
め、参加意欲の促進を図ることができた。

（今後の方向性）
○⼤阪府ボランティア・市⺠活動センター機能を強化し、府⺠のボランティア活動に対する関⼼
を高めるため、引き続き、「ボランティアコーディネーター設置事業」を支援していく。

地域福祉課

45

ボランティ
ア等との
福祉協
働

▼ ボランティア等への周知・啓発を⾏うことにより、
福祉協働への参加を促進するとともに、資質の向上
を図るため、研修等を⾏うことを促進します。
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

45

福祉・ボ
ランティア
教育の
推進

▼ 小・中学校や高等学校において、福祉に関する
学習や福祉施設への訪問による体験学習など、福
祉・ボランティア教育を推進するとともに、福祉教育
に携わる教員の資質向上を促進します。

○小・中学校における福祉・ボラン
ティア活動の実施

0 0 0

小中学校課

《教育センターにおける取組み》
○小・中学校初任者研修の一部について、各地域の実態に応じた福祉・ボラン
ティア教育の推進に資する研修の実施を、各市町村教育委員会に委任した。

（評価及び課題）
○福祉施設での体験活動など、各市町村の実態に応じて研修を実施。ただし、体験活動につ
いては、受け入れ可能な施設の確保が課題。

（今後の方向性）
○各地域の実態に応じて福祉・ボランティア教育の推進に資する研修の実施に向けて、各市町
村教育委員会と連携を図る。

高等学校課

地域づく
りにつな
がる人材
の育成

▼ 地域において、⾒守り・声かけ訪問活動や、⾼
齢者などのサロン活動、ミニデイサービス活動、子育
て支援活動などの地域福祉を支える、あるいはまち
づくりを担う人材を育成するため、地域の子どもから
高齢者まで様々な世代が一緒になり、学び合える
よう、取り組みます。

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

○大阪府地域福祉・高齢者福
祉交付⾦【再掲】

901,598 894,277 901,598 ○市町村地域福祉担当課⻑会議において、包括的⽀援体制整備の構築や府
地域福祉支援計画の説明を通じて、地域づくりにつながる人材の育成に向けて
様々な世代が一緒になり学び合える場の必要性等について説明した。
※本交付⾦の活⽤により、市町村が創意⼯夫を凝らし、地域の実情や住⺠ニー
ズに沿った施策を⽴案、推進することを⽀援している。

（評価及び課題）
○地域における担い⼿不⾜・⼈材不⾜の中で、地域づくりにつながる⼈材の育成が求められて
いる。

（今後の方向性）
○市町村訪問や会議等を通じて、先進事例や最新情報の提供を⾏うとともに、本交付⾦によ
る財政⽀援を⾏っていく。

地域福祉課

○高等学校における福祉・ボラン
ティア活動の実施

0 0 0

＜小・中学校における取組み＞
○各教科、道徳、特別活動及び総合的な学習の時間等において、すべての小・
中学校で福祉・ボランティアに係る様々な活動を実施している（令和４年度実
績︓福祉・ボランティアにかかわる実施状況調査より）。
・地域の⾼齢者宅への訪問や学校⾏事への招待等
  小学校 596校中124校（21%)、中学校 285校中19校（7%）
・⾼齢者施設への訪問・交流
  小学校 596校中39校(7%)、中学校 285校中19校(7%)
・障がい者施設への訪問・交流
  小学校 596校中26校(4%)、中学校 285校中15校(5%)
・障がいに関する聞き取り学習
  小学校 596校中186校(31%)、中学校 285校中83校(29%)
・障がい者を講師として講演会を実施
  小学校 596校中177校(30%)、中学校 285校中73校(26%)
○出会いや体験活動などを通して、学んだことが身近にいる障がいのある仲間や
⾼齢者等への理解、思いやりにつながるような取組みを進めるポイントや学校の取
組み事例を掲載した冊⼦「福祉教育指導資料集『ぬくもり』」を、研修会等におい
て周知することにより、各学校の福祉・ボランティア教育の推進を図っている。

高等学校課

≪高等学校における取組み≫
○高等学校では、総合的な探究の時間やホームルームの時間等を活用して、福
祉に関する学習を展開している。また、教科・科目においては、学校の実情に応じ
て、教科「福祉」をはじめ学校設定教科や学校設定科⽬により、府⽴⾼等学校
40校で福祉に関する科目を開設している。
 ⾼齢者・障がい者福祉施設等での体験活動やボランティア活動は、近隣の地
域と連携しながら、実施されており、施設等での体験活動については府⽴⾼等学
校の多くの学校で⾏っている。そのうち藤井寺⾼校、堺東⾼校、和泉総合⾼校の
３校では、「学校外における学修単位認定に係る指針」に基づき、生徒のボラン
ティア活動による単位認定を⾏っている。

（評価及び課題）
○すべての小・中学校で、福祉・ボランティアにかかわる活動を実施できた。また、福祉・ボランティ
ア教育のための体験活動についても、継続して取り組むことができている。ただ、令和３年度に
引き続き、令和４年度についても、新型コロナウイルス感染症の影響で、施設等への訪問を実
施する学校は少ない数値となっている。訪問を実施しない代わりに、学校で聞き取り学習や講
演会を実施し、福祉・ボランティアに関する活動を実施している学校や、リモートでオンライン会議
システム等を活⽤して施設との交流や聞き取り学習を実施した学校もあった。

（今後の方向性）
○障がい理解教育研修会等において、引き続き福祉教育指導資料集「ぬくもり」の活⽤を促す
ことにより、福祉・ボランティア教育の充実を図る。

（評価）
○各校の実情に応じて、総合的な探究の時間やホームルーム、また教科・科目において福祉に
関する学習は進められている。

（課題及び今後の方向性）
○福祉教育の推進には、体験活動の受け⼊れをはじめ地域の協⼒が⽋かせない。学校の教
育内容を教育委員会のウェブページ等を通じて公開するなど、地域における学校の信頼づくりを
進めるため、学校の情報を発信することに努める。
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

②⺠⽣委員・児童委員が活動しやすい環境づくり

46

⺠⽣委
員・児童
委員の
担い手
確保

▼ ⺠⽣委員・児童委員がさらに活動しやすい環
境づくりに向けて、市町村と連携を図りながら、その
役割や活動内容の積極的なPRを⾏うなど、広報・
啓発を進めるとともに、若い世代等、新たな担い⼿
の確保に努めます。

○⺠⽣委員関係事業

○⺠⽣委員協議会事務局運営

283,058

8,674

276,302

8,674

275,648

8,674

○令和４年12⽉における⺠⽣委員・児童委員の⼀⻫改選において、国基準よ
りも緩和した年齢要件等を採⽤する「⼤阪府⺠⽣委員・児童委員推薦要領」に
基づいた推薦を⾏った。
○１期⽬の⺠⽣委員が抱える活動に対する悩み等により、活動を継続するのが
困難になってしまう「１期⽬の壁」に対応するため、１〜２期⽬中の⺠⽣委員を
対象としたフォローアップ研修を新規で実施した。
〇⺠⽣委員制度や活動内容の認知度向上のため、府⺠児協連と共同で作成
した広報⽤ムービーやステッカーを電⾞内で放映・掲⽰するとともに、広報⽤チラシ
を市町村⺠児協等へ配付した。

⺠⽣委
員・児童
委員の
資質向
上

▼ 新たな地域生活課題への対応や災害時の要
⽀援者への円滑な⽀援等を図るため、⺠⽣委員・
児童委員の資質向上、役割の明確化、幅広い知
識の習得等のための研修内容の充実を図ります。

○⺠⽣委員・児童委員研修【再
掲】

6,211 6,211 6,211 ○⺠⽣委員・児童委員及び主任児童委員に対する研修を実施し、⺠⽣委員・
児童委員の資質の向上を図った。また、研修を実施（委託）する大阪府社会
福祉協議会と連携を図りながら、研修内容の充実を図った。

（評価及び課題）
○社会情勢や福祉環境の変化に伴った研修を計画、実施し、⺠⽣委員・児童委員の資質向
上を図った。

（今後の方向性）
○地域の様々な福祉課題に対応できるように、⺠⽣委員・児童委員の資質の向上を図るため
の研修を⾏う。

地域福祉課

⺠⽣委
員・児童
委員と関
係機関と
のネット
ワークづく
り

▼ ⺠⽣委員・児童委員が、⾝近な⽀援者として
地域⽣活課題の発⾒と、相談・⾒守り・援助を、⼀
層、的確に⾏うことができるよう、市町村とともに、
CSWや地域包括支援センター（※）等の関係機
関とのネットワークづくりを促進します。

○⺠⽣委員・児童委員研修【再
掲】

6,211 6,211 6,211 ○⺠⽣委員・児童委員を対象にした研修において、地域の様々な課題に関する
内容を学ぶ中でＣＳＷや地域包括支援センター等、関係機関との連携について
理解を深めた。

（評価及び課題）
○研修や活動事例を報告することで、⺠⽣委員・児童委員にCSWや地域包括⽀援センター
の活動への理解が深まった。

（今後の方向性）
○引き続き⺠⽣委員・児童委員研修等において、CSWや地域包括⽀援センター、⾏政等、
関係機関との連携により課題解決に⾄った実践・事例の報告を実施するなど、関係機関との連
携を深めていく。

地域福祉課

地域福祉課

（評価及び課題）
○⺠⽣委員・児童委員及び主任児童委員の推薦要件を緩和することで、新たな担い⼿を確
保することができているが、依然、⽋員が常態化・⻑期化している。
○フォローアップ研修は、新任⺠⽣委員同⼠が課題を共有し、意⾒交換を⾏うことで、活動に
対する悩み等の解消に繋がるなど、「１期目の壁」の解消に向けた有効な実施となった。

（今後の方向性）
○引き続き、市町村や関係機関と連携し、推薦要件の⾒直しなど、新たな担い⼿を確保する
ための方策を検討していく。
○⺠⽣委員活動の継続促進のため、引き続きフォローアップ研修を実施する。
○ICTを活⽤した⺠⽣委員活動の負担軽減に向け、福祉基⾦を活⽤した取り組みを⽀援する
とともに、他への展開についての検討を⾏う。
○⺠⽣委員制度や活動内容の認知度向上のため、令和４年度に作成したムービー等の広報
媒体を引き続き活用し、広報活動を展開するとともに、企業等と連携した広報活動に取り組
む。
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

③介護・福祉人材の確保

47

介護・福
祉人材
の確保・
定着に
向けた取
組

▼ 平成29年11⽉に策定した「⼤阪府介護・福
祉⼈材確保戦略」に基づき、既存施策の点検・⾒
直しを進めるとともに、必要な新規施策を推進しま
す。また、本計画を通じて戦略の進捗状況を点検し
ていきます。
▼ あわせて、2025年及び第８期介護保険事業
計画期間における介護人材の推計に基づく取組に
ついて、定期的な進捗状況の点検を実施します。

○今後不⾜が⾒込まれる介護・
福祉⼈材の「量」と「質」の両輪の
確保をめざし、対策を着実に実施

0 0 0 〇「大阪府高齢者計画2021（大阪府高齢者福祉計画および介護保険事業
⽀援計画）」において、下記のとおり推計を⾏っている。
         需要      供給     需給ギャップ
 2023年度 200,852⼈ 184,313⼈  △16,539⼈
 2025年度 209,510⼈ 185,090⼈ △24,420⼈
〇介護職員（確定値）については、平成30年度より厚⽣労働省から情報提供
される、「都道府県別介護職員数」等により把握を⾏い、必要な施策を講じてい
る。

福祉人材・法人
指導課

参入促
進等

福祉人材・法人
指導課

48 資質の
向上

▼ 資質の向上については、地域性を踏まえ、地域
全体として資質向上やキャリアパスにつながる仕掛け
を進めるほか、介護支援専門員や介護福祉士の
資質向上に向けた取組などを実施します。また、介
護従事者の処遇改善が確実になされるよう、対策
の検討と必要な財源措置について国に要望してい
きます。

○職員の資質の向上・職場定着
支援事業

○職員研修支援事業

4,379

43,903

3,977

43,903

8,786

43,903

○職員の資質の向上・職場定着支援事業
 ・補助市町村等 4市
 ・補助実績額 1,463千円
○職員研修支援事業
 ・参加⼈数︓ 5,184 ⼈

（評価及び課題）
○⼤阪府内市町村に対して中堅介護職員への研修や介護の魅⼒啓発活動を実施するため
の補助⾦の交付を⾏った。また、⼤阪府の⺠間社会福祉施設・事業所に従事する社会福祉
事業従事者への研修を実施することにより介護従事者への資質の向上を図った。コロナ禍の影
響により研修参加者がコロナ禍以前に比べて減少している。

（今後の方向性）
○オンラインやオンデマンド配信などによる研修受講環境の整備を⾏い参加者の確保をめざす。

福祉人材・法人
指導課

48

需給推計を上回る介護・福祉人材の確保
  2020（R2）年度末︓181,354⼈

福祉人材・法人
指導課

▼ 参⼊促進については、特に若者に対しての介護
職のイメージアップを図るとともに、福祉人材支援セ
ンターの機能強化などのマッチング⼒の向上、⾼齢
者・障がい者・⼥性等の新規参⼊のための地域で
の介護⼊⾨者研修の実施、離職した⼈材の呼び
戻し、外国人介護人材の適正な受入れ推進のた
めの協議会の設置・研修等を実施します。また、教
育関係機関と連携を図り、⾼校⽣など若年者を対
象に福祉分野が進路の選択肢となるよう、⾼校教
員向け勉強会や高校出前講座の実施、大学生・
⾼校⽣など若年者を対象とした福祉の職場体験な
ど参入促進に向けた取組を総合的に実施します。

27,561

70,534

8,266

7,045

176

8,013

6,938

2,769

23,812

68,356

6,025

7,074

94

6,846

6,160

2,769

24,171

70,534

7,674

7,165

972

11,323

6,186

2,769

◆目標・指標 「需給推計を上回る介護・福祉人材の確保」
 2023年度
 需要推計200,852人 供給推計184,313人
 （これを上回ること）（※需給ギャップ（需要－供給）16,539人）
 2025年度
 需要推計209,510人 供給推計185,090人
 （これを上回ること）（※需給ギャップ（需要－供給）24,420人）

○大阪府福祉人材センターの運
営

○マッチング⼒の向上事業、参⼊
促進・魅⼒発信事業（職場体
験事業除く）

○参⼊促進・魅⼒発信事業
（職場体験事業）

〇介護イメージアップ戦略事業

○外国人介護人材適正受入推
進事業

〇介護分野への就労・定着支援
事業

〇介護助手導入支援事業

〇潜在介護福祉士等再就業支
援事業

〇福祉⼈材センターの運営 ・求⼈・求職相談受付件数︓9,205件 ・求職登
録者数︓2,642名 ・職業紹介者数︓47名

○マッチング⼒の向上事業 ・合同⾯接会・就職フェア参加者数︓641⼈ ・セミ
ナー 参加者数︓777⼈

○参⼊促進・魅⼒発信事業 ・職場体験者数︓133⼈ ・インターンシップ︓
115人

〇介護イメージアップ戦略事業 ・魅⼒発信動画再⽣回数(R5.3.31時点)
17,831回

〇 外国人介護人材適正受入推進事業 ・連絡会議 1回開催

〇介護分野への就労・定着支援事業 ・事前着手届 135人(55事業者)・交
付実績17人(9事業者)

〇介護助手導入支援事業 ・登録求職者230人 ・登録施設41施設 ・マッチ
ング109件 ・採用22人(9施設)

〇潜在介護福祉士等再就業支援事業 ・研修実施回数5回 ・参加者数41
人 ・再就職者数13人

（評価及び課題）
・平成29年11⽉に策定した「⼤阪府介護・福祉⼈材確保戦略」を踏まえ、３つのアプローチ
（①参入促進、②労働環境・処遇の改善、③質の向上）の具体的内容を各事業に組み入
れているところ。
 特に、戦略に掲げている参⼊促進の具体的取組である、①マッチング⼒の向上（福祉⼈材セ
ンターの機能強化等）、②若者等の新規参⼊促進策（採⽤活動の強化、介護・福祉の魅
⼒発信、介護・福祉に触れる機会の提供等）、③離職した⼈材の呼び戻し策（再就職準備
⾦貸付制度等）、④⾼齢者、障がい者等の新規参⼊促進策について、予算措置⼈員よりも
実績が少ない事業については⾒直し等の検討が必要。
 
（今後の方向性）
平成29年11⽉に策定した「⼤阪府介護・福祉⼈材確保戦略」について、その後の⼈材確保
状況や国制度の改正を踏まえ、「⼤阪府介護・福祉⼈材確保戦略２０２３」を策定。３つの
アプローチ（①参入促進、②労働環境・処遇の改善、③資質の向上）は継承しながら、地域
医療介護総合確保基⾦を活⽤し、介護従事者の確保及び資質の向上を図ることを⽬的とし
て事業を展開。
令和５年度も引きつづき、無資格・未経験者・潜在有資格者などターゲットに応じた参⼊促進
事業や、若者向け事業を実施し、必要な事業、予算の⾒直し改善を実施していく。
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

④教育・保育人材の確保

49
養成及
び就業の
促進

▼ 保育所等で就労していない保育士、いわゆる
潜在保育士について、市町村やハローワーク等と連
携しながら就業に向けて取り組むとともに、保育士
確保事業を実施する市町村を支援します。

○保育士・保育所支援センター
運営事業

○保育人材確保事業

12,672

399,287

12,604

376,767

12,672

308,450

○潜在保育士に対する就職あっせん、セミナー開催等の保育人材確保に向けて
取り組んだ。R4就職者数297人

（評価及び課題）
○就職支援の取組みにより保育人材確保に寄与。

（今後の方向性）
○引き続き潜在保育士に対する就職あっせん等の取組みを実施。

子育て支援課

49

従事者
の定着
等に向け
た取組

▼ 保育士の専門性向上と人材の安定的な確保
のための研修事業などを実施する市町村を支援し
ます。また、施設型給付等において、処遇改善等
加算Ⅰ（※）及び処遇改善等加算Ⅱ（※）に
より、従事者の定着・確保を目的とした職員給与の
改善を図ります。

○職員の資質向上・人材確保等
研修事業
○施設型給付費等事業

0

39,383,475

0

39,141,768

0

41,274,394

○処遇改善を実施するとともに、府内各市町村が実施する研修事業の取組み
状況等を把握し、適正な事業運営がなされるよう助⾔等を⾏った。
○コロナ克服・新時代開拓のための経済対策にて、保育⼠等を対象に収⼊を
３％程度（⽉額9,000円）引き上げることが決定されたことに伴い、保育⼠等
処遇改善臨時特例交付⾦（R4.2⽉から）について適正執⾏がなされるよう助
⾔等を⾏った。なお、R4.10⽉からは保育⼠等処遇改善臨時特例交付⾦に代
わって、公定価格上の加算として処遇改善等加算Ⅲが創設されたため、引き続き
適正執⾏がなされるよう助⾔等を⾏った。

（評価及び課題）
○処遇改善及び研修の支援により保育従事者の定着に寄与。

（今後の方向性）
○引き続き処遇改善及び研修事業などを実施する市町村を支援。
○保育従事者の処遇改善について、恒久的に支援。

子育て支援課

資質の
向上

▼ 保育教諭、幼稚園教諭、保育士等を対象とし
た研修を実施するとともに、保育士等キャリアアップ
研修の実施機会の充実に努めます。また、他機関
主催の保育研修の周知や、市町村で実施する保
育研修などを支援することにより、教育・保育の質の
向上を図ります。

○認定こども園等研修
○大阪府保育士等キャリアアップ
研修実施機関指定

551
０

234
０

564
０
○認定こども園等の職員に対し、「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」に
関する研修を実施。
○⼤阪府保育⼠等キャリアアップ研修実施機関︓42団体

（評価及び課題）
○教育・保育要領の内容を周知することができた。
○キャリアアップ研修定員枠数を拡大することができた。

（今後の方向性）
○教育・保育要領の内容の周知を徹底するため、継続して研修を実施。
○保育士等キャリアアップ研修の受講機会の充実に引き続き取組む。

子育て支援課

▼ 大阪府幼児教育センター（2018（平成
30）年４⽉設⽴）において、保育教諭、幼稚園
教諭、保育士等を対象とした教職員研修の充実を
図るとともに、各市町村及び園所での研修において
助⾔等を⾏う幼児教育アドバイザーを育成すること
で、幼児教育に携わる教職員の資質の向上を図り
ます。

○教職員研修費（内、園内研
修事業等）

○幼稚園教育理解推進事業

（評価及び課題）
・幼稚園10年経験者研修
 参加者数（延べ６回分）︓185名、肯定的評価︓99.7％
・幼稚園新規採用教員研修
 参加者数（延べ８回分）︓1,739名、肯定的評価︓99.6％
・園⻑等専⾨研修
 A 参加者数︓676名、肯定的評価︓98.3%（幼児教育推進フォーラムと兼ねる）
 B 参加者数︓148名、肯定的評価︓98.0％
・保育技術専門研修
 参加者数（延べ６回分）︓310名、肯定的評価︓97.4％
・幼児教育人権研修
 参加者数（延べ2回分）︓304名、肯定的評価︓99.1％
・大阪府協議会
 参加者数（延べ２回分）︓97名
・幼児教育アドバイザー育成研修
 受講者数︓205名（府⽴１名、公⽴幼稚園 29名、公⽴認定こども園 29名、公⽴保育
所22 名、公⽴認可外保育施設 1名、私⽴幼稚園 32 名、私⽴認定こども園 33 名、私⽴
保育所 17名、地域型保育事業 11名、認可外保育施設 18名、⾏政 12名）
 肯定的評価（９回の平均）︓98.3％
・幼児教育アドバイザーフォローアップ研修
 参加者数（延べ ４回分）︓236名（A︓148名、B︓88名）、肯定的評価︓98.7%
・幼児教育推進フォーラム
 第１回 参加者数︓676名、肯定的評価︓98.2％

（今後の方向性）
・幼児教育の質の向上を図るため、幼児教育センターにおいて引き続き幼児教育アドバイザーを
育成。
・幼児教育アドバイザーが活動する園内研修の実施回数を調査・公表するとともに、幼児教育
アドバイザーが活動した園内研修の実施回数の増加をめざす。

○幼稚園・保育所等における教育機能の充実
・幼稚園10年経験者研修を、６回実施した（集合４回、Web２回）。
・幼稚園新規採用教員研修を、９回実施した（うち、府実施、集合２回、
Web１回、ハイブリッド（集合＋Web）５回、市町村実施１回）。
・幼児教育コーディネーターによる⽀援回数︓63回
（公⽴幼稚園28回、公⽴認定こども園 16回、公⽴保育所 11回、私⽴幼稚
園３回、私⽴認定こども園 ２回、その他３回）
・幼児教育アドバイザーフォローアップ研修を、４回実施した（集合２回、ハイブ
リッド２回）。
・園⻑等専⾨研修を、２回実施した（集合１回、Web１回）。
・保育技術専門研修を、６回実施した（集合５回、ハイブリッド１回）。
・幼児教育人権研修を、２回実施した（ハイブリッド１回、Web１回）。
・大阪府協議会を、２回実施した（集合２回）。
・幼児教育アドバイザー育成研修を、９回実施した（集合６回、Web３回）。
・幼児教育アドバイザーが、園内研修で 1648回活動した。
・幼児教育推進フォーラムを、１回開催した（Web １回）。

3,528

391

4,263

535

大阪府教育セン
ター

4,219

517
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

49

○補助⾦等の活⽤により、教育・保育⼈材の確保を図り、待機児童数の減少に
寄与した。また、研修等の実施により、保育の質の向上を図った。

（評価及び課題）
○前年度と⽐較し待機児童数が減少した。

（今後の方向性）
○引き続き、教育・保育人材の確保と研修等を実施する。 子育て支援課

（４）地域の生活と福祉を支える基盤強化

①安全・安心に暮らせる住まいと福祉のまちづくりの推進

52

○大阪府居住支援体制整備促
進事業
・市町村における住宅確保要配
慮者の居住の安定確保のための
取組みとして、居住支援体制を整
備し、住まい相談会や居住支援
協議会の設⽴に向けた⽀援を⾏
う

0 0 0 〇市町村単位での居住⽀援協議会の設⽴など地域の特性に応じた居住⽀援
体制の構築を促すために、平成30年度に実施した「⼤阪府居住⽀援体制整備
促進事業」において採択した8事業者が6市において活動を⾏っており、それらに
⽀援を⾏った。
市町村居住⽀援協議会設⽴数︓４市（豊中市、岸和⽥市、摂津市、吹⽥
市）
○市町村における居住支援体制構築に向け、福祉部と連携し、市町村福祉部
局、住宅部局、居住⽀援法⼈等への働きかけを⾏った。

居住企画課

53

▼ 住宅確保要配慮者に対して登録住宅への⼊
居にかかる情報提供や相談、⾒守りなど多様な⽀
援を⾏っている社会福祉法⼈やNPO法⼈等を居
住支援法人として指定します。

○住宅セーフティネット法に基づく
居住支援法人の指定

0 0 0 ○住宅セーフティネット法に基づくセーフティネット住宅の登録及び居住⽀援法⼈
の指定等
 
 セーフティネット住宅登録⼾数
  R3年度末 36,340⼾→R4年度末 37,535⼾
 居住支援法人数
  R3年度末 89法⼈→R4年度末 135法⼈
 相談協⼒店数
  R3年度末 21店舗→R4年度末 26店舗
 協⼒店数
  R3年度末 686店舗→R4年度末 707店舗

（評価及び課題）
○全国で一番多い居住支援法人の指定を実現。

（今後の方向性）
〇令和３年12⽉に「⼤阪府賃貸住宅供給促進計画」及び「⼤阪府⾼齢者居住安定確保
計画」を統合した「⼤阪府居住安定確保計画」を策定し、セーフティネット住宅の登録⼾数、居
住⽀援法⼈数、相談協⼒店及び協⼒店数を観測指標とした。
○引続き、セーフティネット住宅、居住⽀援法⼈、協⼒店及び相談協⼒店の登録促進及び指
定拡⼤を⾏っていく。

居住企画課

▼ 市町村の福祉担当部局や地域包括支援セン
ター（※）、CSW等による高齢者や障がい者等の
様々な相談時において、「あんぜん・あんしん賃貸検
索システム」が活⽤されるよう、さらに働きかけます。

○「あんぜん・あんしん賃貸検索シ
ステム」の活用促進
・福祉部と連携し、市町村の福祉
担当部局や地域包括支援セン
ター、コミュニティソーシャルワーカー
（CSW）等の会議やセミナーに
おいて「あんぜん・あんしん賃貸検
索システム」活⽤の働きかけ

0 0 0 ○「あんぜん・あんしん賃貸検索システム」の活⽤促進
福祉部と連携し、市町村地域福祉担当課⻑会議やコミュニティソーシャルワーカー
（CSW）等の会議やセミナーにおいて「あんぜん・あんしん賃貸検索システム」活
⽤の働きかけを⾏った。

（評価及び課題）
〇地域包括⽀援センターやCSW等の福祉関係者からの住まい相談もありシステムが認識され
てきている。

（今後の方向性）
○引き続き、市町村地域福祉担当会議やCSW等の会議、セミナーにおいて啓発を⾏っていく。 居住企画課

福祉有
償運送
の振興

▼ 福祉有償運送制度（※）では、利⽤者の
ニーズを踏まえ、安全で安定的な事業運営とサービ
ス供給を図ることができるよう、運営協議会に係る
助⾔や制度の広報周知を⾏うなど、府域における
同制度の定着と活性化を⽀援します。

○運営協議会の運営支援 0 0 0 ○府内7ブロック（⼤阪市、北摂、河北、中部、泉州、枚⽅市、箕⾯市）に設
置されている運営協議会において、事業の推進に必要な情報を提供を⾏ったり、
オブザーバーとして協議会に出席するなど運営協議会の運営⽀援を⾏った。

○また、福祉有償運送制度の利⽤⽅法、福祉有償運送を実施している事業者
の一覧表、国土交通大臣認定団体が実施する講習の案内の一覧表を府ホーム
ページに掲載するなど、制度の広報に取り組んだ。

（評価及び課題）
○福祉有償運送が利⽤できる事業者は147事業者（令和4年7⽉）となっており、地域にお
ける⾃⽴⽣活を⽀える福祉基盤づくりに資した。

（今後の方向性）
○引き続き、市町村の運営協議会の運営⽀援等を⾏うとともに、ホームページの充実により、
制度の広報に努めていく。

地域福祉課

住宅確
保に配
慮を要す
る方への
居住支
援

（評価及び課題）
〇令和３年12⽉に「⼤阪府賃貸住宅供給促進計画」及び「⼤阪府⾼齢者居住安定確保
計画」を統合した「⼤阪府居住安定確保計画」を策定し、「居住⽀援協議会を設⽴した市区
町村の⼈⼝カバー率︓50％」を新たな⽬標とする。

（今後の方向性）
〇令和5年度「⼤阪府居住⽀援連携体制構築促進事業」において採択された11事業者6区
5市に対し、各地域での居住支援連携体制の構築に向けた支援を実施予定。
○市町村の住宅部局、福祉部局並びに相談協⼒店等との連携による「住まい探し相談会」を
実施し、市町村における居住⽀援協議会等の体制づくりの⽀援を⾏う。
〇居住⽀援体制の構築を市町村に働きかけ、地域毎の⽀援者交流会を開催するなど、地域
毎の居住支援体制の構築を促す。

▼ ⺠間賃貸住宅における住宅確保要配慮者の
居住の安定確保を図るため、⾏政や不動産関係
団体、居住⽀援を⾏う団体等による「Osakaあんし
ん住まい推進協議会」において、⾒守りなどの⽣活
⽀援サービスや住宅相談先等の情報提供を⾏うと
ともに、関係団体や住宅と福祉部⾨の連携の強化
に努めます。また、地域における身近な相談・居住
⽀援を⾏う居住⽀援協議会の設⽴などの地域の
特性に応じた居住支援体制の構築を市町村に働
きかけ、地域「丸ごと」の居住支援体制の構築をめ
ざします。

◆目標・指標
「◆教育・保育人材の確保により、待機児童解消をめざすとと
もに、研修等の実施による保育の質の向上を図ります。」
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

53

安全・安
心な福
祉のまち
づくり

▼ 都市施設（※）等のハードを担当する庁内部
局や市町村等と連携を図り、福祉有償運送制度
（※）等のソフト施策とも連携しながら、「福祉のま
ちづくり」に向けた総合的な施策の推進に取り組み
ます。

○福祉のまちづくり推進事業 6,777 5,775 6,919 〇⼤阪府福祉のまちづくり審議会及び⼤阪府福祉のまちづくり条例施⾏状況調
査検討部会を開催し、「重度の障害、介助者等への対応」「⼩規模店舗のバリア
フリー化」等に係る国の「⾼齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設
計標準」の改正を踏まえた「小規模店舗」の現地検証を実施し、検証内容を踏ま
え「⼤阪府福祉のまちづくり条例ガイドライン」の改訂案を作成した。

（評価及び課題）
○改訂後の⼤阪府福祉のまちづくり条例ガイドラインの周知啓発⽅法を検討する。

（今後の方向性）
○同ガイドラインについて、さらなる検討を⾏っていく。

建築環境課

○交通安全施設整備事業等
（防災・安全交付⾦他を活⽤）

5,020,167
(道路環境課
交通安全施
設G最終予算

総額)

3,300,000 3,821,569
(道路環境課
交通安全施
設G当初予算

総額)

○安⼼・安全・⼈にやさしい道路空間の整備に向け、歩道、⾃転⾞通⾏空間の
整備及び歩道の段差改善、視覚障がい者誘導用点字ブロック等の整備改善を
はじめとした交通安全事業等の推進に取り組んだ。

（評価及び課題）
○⼤阪府管理道路において着実な事業の推進が図られているものの歩道設置や歩道のバリア
フリー化等の対策を必要とする道路はまだ多く存在している状況である。

（今後の方向性）
○⼤阪府都市整備中期計画（案）に基づき、対象路線の優先度や早期効果の発現などの
視点を重視し、重点化を図りながら効果的に交通安全事業を推進していく。

道路室道路環境
課

▼ ⾏政の福祉化（※）を推進し、府有施設等
を活用した小規模保育事業の実施、居場所づくり
等、⾏政資源、公共的空間のさらなる活⽤と好事
例の発信を⾏い、⾝近な拠点・居場所づくりに取り
組みます。

○⾏政の福祉化

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

0

0

0

0

0

0

〇市町村担当者が集まる 会議等「⼈権⾏政推進協議会」「市町村地域福祉担
当課⻑会議」で周知を⾏った。

（評価及び課題）
〇市町村担当者へ向けて周知・協⼒依頼を進めることができた。

（今後の方向性）
〇事業の内容を理解し、市町村においても取り組んでいただくため、引き続き機会をとらえて周
知していく。

福祉総務課

○府営住宅ストック地域資源化
プロジェクト

0 0 0 経営管理課

54

〇市町村単位での居住⽀援協議会の設⽴など地域の特性に応じた居住⽀援
体制の構築を促すために、令和4年度に新たに実施した「⼤阪府居住⽀援連携
体制構築促進事業」において採択した10事業者6区4市に対し、各地域での居
住支援連携体制の構築に向けた支援を実施した。
市町村居住⽀援協議会設⽴数︓4市（豊中市、岸和⽥市、摂津市、吹⽥
市）
○市町村の住宅部局、福祉部局並びに相談協⼒店等との連携による「住まい
探し相談会」を実施し、市町村における居住支援協議会等の体制づくりの支援を
⾏った。
〇居住⽀援体制の構築を市町村に働きかけ、地域毎の⽀援者交流会を開催す
るなど、地域毎の居住支援体制の構築を促した。

（評価及び課題）
〇豊中市、岸和⽥市、摂津市、吹⽥市において、居住⽀援協議会が設⽴された。

（今後の方向性）
〇令和5年度「⼤阪府居住⽀援連携体制構築促進事業」において採択された11事業者6区
5市に対し、各地域での居住支援連携体制の構築に向けた支援を実施予定。
○市町村の住宅部局、福祉部局並びに相談協⼒店等との連携による「住まい探し相談会」を
実施し、市町村における居住⽀援協議会等の体制づくりの⽀援を⾏う。
〇居住⽀援体制の構築を市町村に働きかけ、地域毎の⽀援者交流会を開催するなど、地域
毎の居住支援体制の構築を促す。

居住企画課

○府営住宅の空室活⽤を促進するため、事例集等を⽤いて、制度や事例の周
知に取り組んだ。
○市町福祉部局への意向調査を実施するとともに、市町村地域福祉担当課⻑
会議等において、府営住宅の空室活⽤制度や事例の周知に取り組んだ。
○府営住宅の空室を、⼩規模保育事業や地域⼦育て⽀援拠点事業等として
活用。

◆目標・指標
 「◆居住⽀援協議会を設⽴した市区町村の⼈⼝カバー率を
令和12年度末までに５０％以上をめざし、市町村単位や⾏
政区単位での居住⽀援協議会の設⽴を積極的に⽀援しま
す。」

⾏政の
福祉化
の取組に
おける既
存資源
等を活
用した福
祉施策
の推進

（評価及び課題）
○左記を通じて市町や⺠間事業者への周知が図られた。

（今後の方向性）
○市町等に対して、引き続き事例集等を⽤いて、周知を⾏うとともに、市町等からの相談に対
応するなど、活⽤の実現に向けた取組みを積極的に推進し、地域住⺠へのサービス等の充実を
図る。
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

②矯正施設退所予定者等への社会復帰⽀援

54

地域生
活定着
支援セン
ターの理
解等促
進

▼ 市町村や福祉施設等の関係機関等へ、事業
⽬的等を周知し、社会復帰及び地域⽣活への定
着に対する理解と協⼒の促進を図ります。

○地域生活定着支援センター事
業費

39,666 39,576 45,085 〇⽣活保護査察指導員会議や市町村課⻑会議の場を通じて、事業⽬的等を
周知し、地域⽣活定着⽀援センター事業に対する理解と協⼒の促進を図った。

（評価及び課題）
〇⼀定の知名度はアップしているように思われるが、⼗分に理解されるまでには、更なる周知が
必要である。

（今後の方向性）
〇今後とも市町村への周知、協⼒依頼に努める。

地域福祉課
⾃⽴⽀援課
介護支援課

55

地域生
活定着
支援セン
ターの課
題検討

▼ ⼤阪保護観察所や府内の矯正施設、更⽣保
護施設等との連絡調整会議等の場を通じて、事業
における課題を整理するなど、解決に向けて引き続
き検討を進めます。

○地域生活定着支援センター事
業費【再掲】

39,666 39,576 45,085 〇大阪保護観察所主催の各関係機関による連絡協議会において、課題を共有
し、解決策の検討を図った。

（評価及び課題）
〇一定の情報共有は図れている。

（今後の方向性）
〇今後とも各種会議への積極的な参加を実施していく。
 また、課題を関係機関で共有し、解決策を検討していく。

地域福祉課
⾃⽴⽀援課

再犯防
止に向け
た支援
体制の
構築

▼ 大阪の地域実情にあわせて、性犯罪者の再犯
防止、福祉等の支援を必要とする矯正施設退所
予定者等の社会復帰のほか、国のモデル事業を実
施し、「地方再犯防止推進計画」の策定など、再
犯防止に向けた支援体制の構築を図ります。

○地域再犯防止推進モデル事業
〇地域生活定着センター事業
（被疑者等支援業務）
〇性犯罪者に対する入口支援事
業

0

39,666

0

39,576

0

45,085
1,434

○平成31年１⽉からモデル事業実施し、令和2年度末で終了【治安対策課・
⾃⽴⽀援課】。
○令和2年3⽉に策定した「⼤阪府再犯防⽌推進計画」を推進【治安対策
課】。
○大阪保護観察所等からの依頼に基づき、対象者に対する早期面会や支援
ニーズ等の聞き取りを⾏い、必要に応じて更⽣保護施設、⾃⽴準備ホーム等の
宿泊施設や地域の福祉サービスに繋げた。また、保護観察所、検察庁、弁護士
等の関係機関と定例的な連絡会議を開催し、事業における課題整理等を⾏うな
ど、連携強化に努めるとともに引き続き支援体制の構築を図った。【地域福祉課】

（評価及び課題）
〇被疑者、被告人段階の高齢者又は障がい者で福祉的ニーズのある対象者への支援事業と
して、福祉サービス等の利⽤調整や釈放後の継続的な⽀援事業を実施した。（令和4年度⽀
援件数:13件）
【地域福祉課】。

（今後の方向性）
○令和2年3⽉に策定した「⼤阪府再犯防⽌推進計画」の進捗管理を⾏う【治安対策課】。
〇「地域再犯防⽌モデル事業」は令和２年度末で終了しているが、令和５年度に創設された
地域再犯防⽌推進交付⾦を活⽤して、「性犯罪者に対する⼊⼝⽀援事業」を開始【治安対
策課】。

治安対策課
地域福祉課
⾃⽴⽀援課
介護支援課

55

○平成31年１⽉からモデル事業実施し、令和2年度末で終了。 （評価及び課題）
○モデル事業として、性犯罪者に対する⼼理カウンセリング⽀援を平成31年１⽉から、犯罪を
⾏った障がい者等に対する就労⽀援を令和元年６⽉から、それぞれ関係機関と連携して実施
した。
〇「⼤阪府再犯防⽌推進計画」を策定（令和2年3⽉）

（今後の方向性）
○「⼤阪府再犯防⽌推進計画」の進捗管理を⾏う。

治安対策課
⾃⽴⽀援課

③社会福祉協議会に対する活動支援

56
府社協
の活動
支援

▼ 府社協が関係機関とのネットワークにより把握
する府域の地域生活課題を踏まえ、効果的な施策
検討を⾏うとともに、その推進に向けた広域的・専
⾨的な活動等に対して助成等のサポートを⾏いま
す。

○福祉活動指導員設置事業

○ボランティアコーディネーター設置
事業【再掲】

23,378

2,059

23,378

2,059

23,378

2,059

○府内全域において、関係機関や団体等と協働して社会福祉活動の課題に取
り組んでいる大阪府社会福祉協議会の「福祉活動指導員設置事業」を支援す
ることにより、⼤阪府社会福祉協議会の活動強化を図り、⺠間社会福祉活動の
充実・発展を推進した。

○地域のボランティアコーディネーターの⼈材養成や府⺠のボランティア活動への参
加促進、機関誌やHPによる広報を⾏う⼤阪府社会福祉協議会の「ボランティア
コーディネーター設置事業」を⽀援することにより、⼤阪府ボランティア・市⺠活動セ
ンターの機能強化を図った。

（評価及び課題）
○新たな福祉課題に対する⺠間社会福祉活動の推進や、府⺠のボランティア活動への参加促
進が図れた。

（今後の方向性）
○⼤阪府社会福祉協議会及び⼤阪府ボランティア・市⺠活動センターの機能強化を図るた
め、引き続き、支援していく。

地域福祉課

◆目標・指標
 「◆2018（平成30）年度より3カ年にわたり、国のモデル
事業を実施するとともに、「地方再犯防止推進計画」の策定
について検討します。」
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

56
地域貢
献委員
会

▼ 市町村社協における地域貢献委員会（※）
の設置促進を通じて、社会福祉法人・施設のマン
パワー、拠点・設備、種別を越えた施設同士が連
携することで、社会福祉施設の有効活用や災害時
の要⽀援者⽀援、地域の交流など「福祉と共⽣の
まちづくり」が一層進むよう、府社協や市町村ととも
に支援します。

○福祉活動指導員設置事業
【再掲】

23,378 23,378 23,378 ○地域貢献委員会の組織化や組織化への理解を進めるため、市町村社会福祉
協議会を対象とした会議等の企画等により、設置促進を⾏う⼤阪府社会福祉
協議会の「福祉活動指導員設置事業」に対し、補助を⾏った。

（評価及び課題）
○市町村社会福祉協議会における関係機関等との連携の重要性や必要性の機運醸成が図
られ、地域貢献委員会の組織化が進んだ。

（今後の方向性）
○引き続き、市町村社会福祉協議会に対して地域貢献委員会の設置を推進する大阪府社
会福祉協議会に対して⽀援を⾏っていく。

地域福祉課

地域福
祉⼒強
化

▼ 市町村社協による地域の実情に応じた福祉
サービスの提供や相談事業、小地域ネットワーク活
動などにより、要⽀援者をこぼれ落ちることなく⾒守
り・発⾒・つなぐ地域福祉⼒の強化を促進します。

○大阪府地域福祉・高齢者福
祉交付⾦（⼩地域ネットワーク活
動事業）【再掲】

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

901,598

０

894,277

０

901,598

０

○市町村を通じて、市町村社会福祉協議会における小地域ネットワーク活動の
推進に向けた取組に対し、本交付⾦による財政⽀援を⾏うとともに、市町村地域
福祉担当課⻑会議の場を活⽤し、市町村の実施状況、課題、対応策等の情報
提供を⾏った。

（評価及び課題）
○府内全市町村において、小地域ネットワーク活動の取組みが進められている一方で、参加者
の固定化や担い⼿不⾜といった課題がある。

（今後の方向性）
○引き続き、本交付⾦による財政⽀援を⾏うとともに、市町村地域福祉担当課⻑会議等を通
じて、先進事例の情報提供等を⾏っていく。

地域福祉課

④福祉基⾦の活⽤・推進

59

福祉基
⾦の効
果的な
活用

▼ 平成28年度に制度を再構築した「地域福祉
推進助成（施策推進公募型事業・⺠間団体提
案型事業）」の成果を検証するとともに、「活動費
助成」を含めた福祉基⾦による助成全体のあり⽅や
⼿法について、より効果的・効率的に活⽤できる制
度となるよう、引き続き検討を進めます。

○福祉基⾦設置運営費 238,433 220,950 168,700 ○先駆的・先導的な事業として実施している地域福祉推進助成の充実を図るた
め、施策推進公募型事業や⺠間団体提案型事業に対し助成を⾏い、また活動
費助成では府⺠の⾃主的な地域福祉活動等を⽀援した。
○新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言期間や、活動自粛要請により、
活動費助成の事業を中止せざるを得なくなることを回避するため、事業内容の変
更を認める取り扱いとした。
○府⺠の孤⽴や不安の解消を図ることを⽬的に、ウィズコロナに加え、ポストコロナ
も⾒据えた地域活動のモデル開発を促進するための事業をR3年度に引き続き実
施した。

（評価及び課題）
○施策推進公募型事業への助成を拡充できた。
○新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業中⽌や規模縮⼩となり、⼗分に事業を⾏えな
い団体もあったが、コロナ禍により新たな課題や対象者に対する事業を実施できた団体も⾒受
けられた。

（今後の方向性）
○地域の福祉課題へ対応する、施策推進公募型事業の企画⽴案（公募テーマの抽出等)を
効果的・効率的に抽出し、助成⾦の有効活⽤を進めていく。

地域福祉課

助成事
業の⾒え
る化の推
進

▼ 寄附⾦の活⽤について、寄附者に実施事業の
趣旨・目的に共感してもらえるよう「使い途が明確か
つ有効に活用している」ことを評価・公表する「地域
福祉推進助成『事業評価制度』」を適切に運⽤し
ます。

○福祉基⾦設置運営費【再掲】 238,433 220,950 168,700 ○地域福祉振興助成⾦の募集の際に、府ホームページに掲載するとともに、市町
村及びボランティア関係団体等へ広く周知した。

〇助成事業の成果や社会への影響について評価を⾏い、その評価結果を広く公
表することにより、寄附者に対する説明責任を果たすとともに、助成事業の一層の
透明化を図ることを⽬的に創設した「地域福祉推進助成 事業評価制度」に基
づき、助成事業を評価し、その結果を府ホームページで公表した。

（評価及び課題）
○助成団体の増加を図るため、市町村及びボランティア関係団体等へ広報したことにより、活動
費助成と施策推進公募型事業のの新規申請団体が増加したが、⺠間団体提案型事業の申
請団体について増加するよう検討が必要。

（今後の方向性）
〇助成⾦の事業評価を⾏い、その評価結果を公表し、広報することにより事業成果の⾒える化
を進める。
○府のホームページに公開中の事業評価が⼀昨年前のものであるため、評価時期や⼿法を⾒
直し、より直近の事業評価を実施、公開できるよう検討していく。

地域福祉課

⑤第三者評価等による福祉サービスの質の向上

61

第三者
評価等
の事業
運営

▼ 福祉サービス第三者評価事業について、推進
組織として、評価機関や市町村等の関係機関等と
連携のもと、適切かつ円滑な事業運営を⾏います。

○福祉サービス第三者評価システ
ム推進事業費

4,391 3,500 4,411 ○評価機関主催の評価機関連絡会議（７月、2月）において、国の動向等の
情報提供を⾏うとともに、意⾒交換を実施した。

（評価及び課題）
○評価機関連絡会議等を通じて、日頃より密な連携を図ることにより、現状・課題等の情報共
有を⾏うことができた。

（今後の方向性）
○引き続き、評価機関連絡会議等における意⾒交換等を通じて、情報共有を⾏っていく。 地域福祉課
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

61
評価の
受審促
進

▼ 事業者への受審促進を図るため、受審メリット
等の制度周知・啓発を⼀層強化するとともに、第三
者評価の受審を補助⾦等の条件とするなど、効果
的なインセンティブについて、引き続き検討を進めま
す。
 利⽤者に対しては、市町村等の関係機関を通じ
て、制度周知等を積極的に⾏うとともに、受審施設
の情報を簡単に検索できるよう、WAM NET（独
⽴⾏政法⼈福祉医療機構ホームページ）及び⼤
阪府ホームページを活⽤した情報提供を⾏います。

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

0 0 0 ○市町村地域福祉担当課⻑会議及び社会福祉法⼈・施設等指導監査合同
説明会等において、第三者評価事業の説明や、資料提供を⾏うなど、受審促進
を図った。
○評価結果の公表期間が終了する施設・事業所に対して通知を送付し、再受
審の働きかけを⾏った。
○受審施設・事業所に対し受審証及びステッカーを発⾏するとともに、誰もが受審
結果を閲覧できるよう、WAMNET（独⽴⾏政法⼈福祉医療機構ホームペー
ジ）及び⼤阪府ホームページへの掲載を⾏った。

（評価及び課題）
○現状として、費⽤負担や受審するメリットが乏しいことなどを理由に受審が進んでいないため、
さらなる受審促進を進める必要がある。

（今後の方向性）
○引き続き、あらゆる機会を捉えて第三者評価受審の意義を周知し、積極的な働きかけを⾏っ
ていく。
○併せて、他府県における実施状況等も参考にしながら、他制度との連携⽅策など第三者評
価制度の普及・啓発の⼿法等について検討する。

地域福祉課

評価基
準等の
⾒直し
等

▼ 国の「福祉サービス第三者評価事業に関する
指針」に基づき、大阪府地域福祉推進審議会福
祉サービス第三者評価事業推進分科会の意⾒を
踏まえ、必要に応じ、評価基準等の⾒直し等を進
めます。

○福祉サービス第三者評価システ
ム推進事業費【再掲】

4,391 3,500 4,411 ○令和４年度は、国からの評価基準等の⾒直しに係る通知の発出がなく、⼤阪
府地域福祉推進審議会福祉サービス第三者評価事業推進分科会を開催しな
かった。
 また、⼤阪府の第三者評価事業実施要綱等を改正するべく議論及び検討を
重ねたが、施⾏に⾄らず。

（評価及び課題）
○現在の評価基準では一部のサービス種別を適正に評価できない状況である。

（今後の方向性）
○国からの改正通知に基づき、評価基準の改正を進めるとともに、国の基準でフォローできてい
ない事項については府独自の基準の検討を進める。 地域福祉課

評価調
査者への
研修の
実施

▼ 府域における評価水準の維持・向上を図るため
に、また、多様化する福祉サービス事業者への評価
に対応するため、評価調査者への養成研修や継続
研修等を実施します。

○福祉サービス第三者評価システ
ム推進事業費【再掲】

4,391 3,500 4,411 ○評価機関及び評価調査者の評価の質を高めるために養成研修及び継続研
修を実施した。
 なお、新型コロナウィルス感染症の流⾏のため、継続研修はＷＥＢ配信で、1
回実施した。また、令和３年度に採⽤した放課後児童健全育成事業の基準に
係る制度解説を研修内で実施した。
 ・実施研修修了者数
  養成研修 37人（分野別に算出した延べ数）
  継続研修 23人

（評価及び課題）
○養成研修及び継続研修を実施することにより、評価機関の評価の質の向上を図った。
○受託先変更及び制度の現状に鑑み、安定的に研修を実施する⽅策の検討が必要である。

（今後の方向性）
○第三者評価事業の将来的な展望を踏まえ、研修実施⽅法・委託内容等の精査を⾏い今
後の研修実施の⽅針について検討を⾏う。引き続き、評価機関及び評価調査者の質を⾼めて
いくために、養成研修及び継続研修の充実を図っていく。

地域福祉課

第三者
委員の
設置促
進及びス
キルアッ
プ

▼ 事業者による苦情解決の体制整備及び第三
者委員（※）の設置促進を図るため、府社協とと
もに、制度の重要性の周知・啓発を⾏います。ま
た、福祉施設の職員・第三者委員（※）のスキル
アップに向けて研修会や事例収集等の取組を促進
します。

○福祉サービスに関する苦情解
決事業費

11,470 11,470 11,470 ○第三者委員の一層の設置促進を図るために、事業報告書・ポスター・リーフレッ
ト等を福祉施設等に配布し、制度の周知・啓発を⾏った。
 また、福祉施設の職員・第三者委員に向けた研修会を実施した。
 ・「令和3年度︓事業報告書」の発⾏部数 2,300部
 ・「ポスター、リーフレット、チラシ」「第三者委員活動事例集」等の配布部数
947部
 ・苦情解決第三者委員研修会
  研修参加者数  44名

（評価及び課題）
〇苦情解決に関する研修の実施等を通じて、苦情解決責任者、苦情受付担当者及び第三
者委員のスキルアップは図られているが、第三者委員については、費用負担等の課題から設置
が進んでいない状況にある。

（今後の方向性）
〇各種福祉施設に対する集団指導等、あらゆる機会を通じて、制度の周知・啓発を⾏い、第
三者委員の設置を働きかけていく。

地域福祉課

62

市町村
等関係
機関との
連携強
化

▼ 運営適正化委員会と市町村、地域包括支援
センター（※）、市町村社協等の地域の相談窓
⼝や⼤阪府国⺠健康保険団体連合会等の専⾨
相談機関との連携強化を図り、多様化・専門化す
る苦情事案等の処理の迅速化に努めます。

○福祉サービスに関する苦情解
決事業費【再掲】

11,470 11,470 11,470 ○事業所において解決困難な苦情等の事案については、運営適正化委員会が
市町村、地域包括支援センター等と連携を図るなど、事案の解決に取り組んだ。

（評価及び課題）
〇解決困難な事案については、日頃より、関係機関（府施設所管課、市町村、市町村社会
福祉協議会、地域包括⽀援センターや⼤阪府国⺠健康保険団体連合会等）と密な連携を
図りつつ、適切な機関へのつなぎ等に取り組んだ。

（今後の方向性）
〇引き続き、関係機関等と連携を図りながら、事案の解決に取り組んでいく。

地域福祉課

23



第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

⑥社会福祉法⼈及び福祉サービス事業者への適切な指導監査

62

社会福
祉法人
等への指
導監査

▼ 社会福祉法人や福祉サービス事業者等に対
し、適切に指導監査等を⾏うとともに、権限移譲し
た市町村における円滑な業務推進のため、必要に
応じた助⾔・ノウハウ提供等の⽀援を⾏います。

○施設サービス事業者指定・指
導監査事業費

2,774 1,748 2,800

介護事業者課

○事業者指定業務、事業者指
導監査業務（管理システム維持
管理費を含む）

20,422

介護事業者課

○児童福祉施設事業 指導・監
査業務

1,631 180 886 ≪障がい児支援事業者等に対する指導監査≫
○障がい児⽀援事業者・施設に対する指導、運営状況の監査を実施し、適切
なサービス提供の確保に努めた。
 ・集団指導の実施（令和4年9⽉）
 ・実地指導の実施（令和4年度） 82事業所
 ・監査の実施（令和4年度） 2事業所
 ・監査による指定取消（令和4年度） 0事業所

※指導および監査、処分件数はサービス毎で集計

（評価及び課題）
○市町村とも連携を図り、障がい児支援事業等の質の向上を図ることができた。

（今後の方向性）
○指定有効期間（６年間）に⼀度は実施指導を⾏い、障がい児⽀援事業者等の適正な事
業運営の確保に努める。 生活基盤推進課

○総合支援事業者 指導・監査
業務 費

2,861 440 2,128 ≪障がい福祉サービス事業者に対する指導監査≫
○障がい福祉サービス事業者・施設・相談支援事業者に対する指導、運営状況
の監査を実施し、適切なサービス提供の確保に努めた。
 ・集団指導の実施（令和4年9⽉）
 ・実地指導の実施（令和4年度）4事業所
 ・監査の実施（令和4年度） 6事業所
 ・監査による指定取消（令和4年度） 1事業所

※指導および監査、処分件数はサービス毎で集計

（評価及び課題）
○市町村とも連携を図り、障がい福祉サービスの質の向上を図ることができた。

（今後の方向性）
○指定有効期間（６年間）に⼀度は実施指導を⾏い、、障がい福祉サービス事業者等の適
正な事業運営の確保に努める。 生活基盤推進課

≪介護保険サービス事業者に対する指導監査≫
1介護保険施設に関する指導監査
（評価及び課題）
○集団指導等の実施により、利⽤者処遇におけるサービスの質の向上及び施設の適正運営に
寄与した。また、介護保険施設への運営指導を一部実施し、サービスの質の確保および保険
給付の適正化に寄与した。
（今後の方向性）
○集団指導は動画配信形式もしくは集合形式で実施し、運営指導は感染予防策をとった上
で実地で実施する。
 なお、平成24年4⽉、介護保険法の改正による「⼤都市特例」の施⾏により、政令市・中核
市への指導根拠が法定移譲されたため、例年、府内における指導の標準化等を図るため、府と
政令・中核市による連絡会議を定期的に開催。今年度も、共通の課題等について、情報交換
を⾏っていく。

2居宅サービス事業者に対する指導監査
○利⽤者が、より良いサービスを享受できるよう居宅サービス事業者の指導育成
を重点に置いた指導を実施。
＜令和４年度の実績＞
 ・運営指導
  新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌を図るため、利⽤者が常駐しない訪問系の
事業所から運営指導等を再開実施した。【実施件数︓17事業所】
 ・集団指導
 動画配信形式により実施するとともに、府ホームページへの資料掲載及びアン
ケートを 実施。（令和４年６⽉１⽇（⽔）から 同年７⽉２２⽇（⾦）ま
で）（実績︓789事業所）

≪介護保険サービス事業者に対する指導監査≫
1介護保険施設に関する指導監査
○集団指導の状況
 指定介護⽼⼈福祉施設 108
 介護⽼⼈保健施設 63
 指定介護療養型医療施設 2
 介護医療院   6
 R4年度は、新型コロナウイルス感染症拡⼤防⽌の観点から、動画配信形式に
より実施し、179施設が研修内容の確認を⾏った。
○運営指導の状況（地元市町村に同⾏依頼し実施）
 指定介護⽼⼈福祉施設 3
 介護⽼⼈保健施設  2
 指定介護療養型医療施設 ―
  介護医療院 2
   (※府所管施設のみ)

20,380 16,489 2居宅サービス事業者に対する指導監査
（評価及び課題）
○運営指導及び集団指導の実施により、利⽤者処遇におけるサービスの質の向上及び事業所
の適正運営に寄与した。

（今後の方向性）
○居宅サービス事業者に対しては、新型コロナウイルスの感染状況を⾒ながら、集団指導・運
営指導等あらゆる機会を通じて利⽤者本位のサービスが提供されるよう指導する。
〇平成30年度に居宅介護⽀援事業所の指定・指導事務が市町村へ法定移譲されたが、引
き続き、市町村が適切に指導権限を⾏使できるよう府として⽀援する。また、他サービス事業者
についても府内における指導の標準化を図るため、府と政令・中核市による連絡会議を定期的
に開催する。
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

62

社会福
祉法人
等への指
導監査

○社会福祉法運営費
○社会事業指導費

16,586
  358

6,642
114

  16,641
    358

事業運
営の確
保

▼ また、市町村と情報共有等の連携を図り、同
時指導監査（並⾏監査）を実施するなど、指導
監査方法に工夫を凝らし社会福祉法人等の適正
な事業運営の確保に努めます。

○社会福祉法運営費【再掲】
○社会事業指導費【再掲】

16,586
  358

6,642
114

  16,641
    358

○並⾏監査の実施

 令和４年度についてはコロナウイルス感染症拡⼤防⽌のため並⾏監査は実施
せず。

（評価及び課題）

○府の指導監査実施計画を早期に示すことで、市町村の監査計画を作成しやすくする。

（今後の方向性）

○コロナの感染状況等に注視しながらも、⼿法等を⼯夫しつつ、並⾏監査を実施。

福祉人材・法人
指導課
社会援護課
生活基盤推進課
介護事業者課
子育て支援課
家庭支援課

（5）市町村支援

①地域の実情に合わせた施策⽴案の⽀援

63

大阪府
地域福
祉・高齢
者福祉
交付⾦

▼ 市町村の自主性・創造性を活かした先進的な
施策の展開や、市町村地域福祉計画に掲げる目
標達成に向けた施策効果の高い取組について、大
阪府地域福祉・⾼齢者福祉交付⾦の効果的な活
用に努めます。

○大阪府地域福祉・高齢者福
祉交付⾦【再掲】

901,598 894,277 901,598 ○本交付⾦については、市町村から提案のあった事業内容（地域福祉分野88
事業、⾼齢者福祉分野18事業）を取りまとめ、3⽉に交付決定を⾏った。
＜地域福祉分野における主な交付⾦活⽤事業＞
 ・CSW配置事業
 ・小地域ネットワーク活動推進事業
 ・要援護者支援体制構築関係事業 等

※交付⾦の効果的な活⽤に向け、CSW等主要事業の指標について、市町村ア
ンケート等を実施し、市町村の意⾒を踏まえ指標や配分⽅法を検討。

（評価及び課題）
○平成21年度の制度創設以来、市町村の実情に沿った創意⼯夫を凝らした、新たなサービス
が展開されるなど、本交付⾦のニーズは年々増加傾向にある。

（今後の方向性）
○引き続き、市町村が地域の実情に応じて自主的に地域福祉や高齢者福祉の向上に資する
事業を展開できるよう、本交付⾦による財政⽀援を⾏っていく。

地域福祉課

市町村
の施策
⽴案⽀
援

▼ 各市町村が自主的に取り組むセーフティネットの
構築・充実に係る先進的な事例収集に努め、その
情報を市町村へ提供し、施策⽴案をサポートしま
す。

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

0 0 0 ○市町村の施策⽴案機能の向上に資するため、市町村地域福祉担当課⻑会
議を開催し、必要な情報提供や意⾒交換を⾏った。
 ・令和4年度 2回開催（11⽉、3⽉）

（評価及び課題）
○先進事例の収集、情報提供に努め、市町村の施策⽴案をサポートした。

（今後の方向性）
○引き続き、先進事例の収集に努め、その情報を提供することにより、市町村の施策⽴案のサ
ポートを⾏っていく。

地域福祉課

（評価及び課題）

○府市連絡会を通じて（令和４年度は書⾯開催）各市町村との情報交換等は円滑に⾏わ
れている。

〇法⼈運営の適正化に向けて指導監査は不可⽋である中、コロナ禍でも監査を継続的に実
施すべく、書類の事前確認や監査時間の短縮を⾏った。

〇法⼈の事務負担軽減や監査時間の短縮、監査データの蓄積等、監査における効率化を図
るべく、監査⼿法（DX化等）の⾒直しが必要となっている。

（今後の方向性）

〇コロナの５類移⾏を踏まえ、実地による監査を実施する。

○府市連絡会の継続（令和５年度第１回は対⾯で実施）。

〇政令市・中核市を除く、府内市町村と合同で社会福祉法⼈等に対する、「⼤阪府・市町村
社会福祉法⼈・施設等指導監査合同説明会」を開催（令和５年度はYoutube配信）。

○社会福祉法人等に対する指導監査の実施

 令和４年度の社会福祉法に基づく社会福祉法⼈及び社会福祉施設に対する
指導監査については、新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌のため、事前資料を
徴取の上、時間短縮を図り、適正な法⼈運営と円滑な社会福祉事業の経営が
図られるよう努めた。
 また、法⼈運営及び施設運営等に問題が発⽣した場合や利⽤者等の関係者
からの通報や苦情に対して、随時指導を⾏った。

 【監査実績】
■法人監査は所管法人19７法人のうち５３法人実施。
 （うち、１１法人については、書面+リモート監査で実施）
■施設監査は５５施設実施。
 （うち、１０施設については、書面+リモート監査で実施）

○府市連絡会等の開催
 市町村への助言、ノウハウ提供等の支援については、府・指定都市・中核市・ブ
ロック連絡会幹事市で構成する府市連絡会を設置して、市町村が抱える諸課題
等についての意⾒交換を書⾯にて⾏った。

福祉人材・法人
指導課
社会援護課
生活基盤推進課
介護事業者課
子育て支援課
家庭支援課
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第４期⼤阪府地域福祉⽀援計画＜関係事業⼀覧＞【令和４年度取組状況】 【参考資料１】

【７】所管

①事業等 ②R４予算
（千円）

③R４決算
（千円)

④R５予算
（千円）

所管課

【４】関係事業等
【５】令和４年度の取組状況 【６】取組に係る評価及び課題と

今後の方向性
【１】
頁

【２】項
目 【３】第4期計画の記載内容

64
新たな地
域福祉
の取組

▼ 地域共生社会の実現に向けた新たな地域福
祉の取組について、実施主体である市町村の取組
に対し、必要に応じて助⾔・サポートを⾏います。

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】

0 0 0 ○市町村の施策⽴案機能の向上に資するため、市町村地域福祉担当課⻑会
議を開催し、必要な情報提供や意⾒交換を⾏った。
 ・令和4年度 2回開催（11⽉、3⽉）

（評価及び課題）
○先進事例の収集、情報提供に努め、市町村の施策⽴案をサポートした。

（今後の方向性）
○引き続き、先進事例の収集に努め、その情報を提供することにより、市町村の施策⽴案のサ
ポートを⾏っていく。

〇重層的支援体制構築後方支
援事業【再掲】

6,384 5,531 6,632 〇包括的⽀援体制整備や重層的⽀援体制整備事業の円滑な実施に向け、市
町村職員や関係者に対し、制度理解のための講義や先進事例の提供を⾏った。
 全体研修会 2回（7月、3月）開催
〇市町村間の交流やネットワーク構築に向けた勉強会をブロックごとに開催した。
 ブロック研修会  5ブロック（9月から10月）

〇地域の実情に応した包括的な支援体制が構築されるよう、市町村の課題に応じたアドバイ
ザーの派遣を⾏っていく。

②市町村地域福祉計画の策定・改定支援
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市町村
地域福
祉計画
の策定・
改定支
援

▼ 市町村に対して、地域共生社会の実現に向け
た地域福祉の推進に関する施策情報の提供や、
新たな地域福祉の取組等についての意⾒交換や
連絡調整等を通じて、市町村地域福祉計画の策
定・改定を支援します。

○市町村地域福祉担当課⻑会
議【再掲】
○大阪府地域福祉・高齢者福
祉交付⾦【再掲】

0

901,598

０

895,275

0

901,598

○市町村における改正社会福祉法を踏まえた地域福祉計画の⾒直しが進めら
れるよう、アンケートの実施や市町村訪問及び市町村地域福祉担当課⻑会議を
通じて、必要な情報提供や意⾒交換を⾏った。

○「市町村地域福祉計画及び都道府県地域福祉支援計画の策定状況等調
査（厚⽣労働省）」を通じて、府内市町村の計画改定状況等を把握するととも
に、必要に応じて助⾔を⾏った。

○本交付⾦の活⽤により、地域福祉計画の理解・促進を図る住⺠説明会に対
する財政⽀援を⾏った。

（評価及び課題）
○市町村地域福祉担当課⻑会議において、各種情報提供や意⾒交換を実施した。また、府
における地域福祉・⾼齢者福祉交付⾦による財政⽀援や助⾔等の実施により、府内全市町
村において、地域福祉計画の策定・改定が進んだ。

（今後の方向性）
○引き続き、市町村と連携し、地域福祉の推進に関する情報提供・意⾒交換等に努めるとと
もに、地域福祉計画の改定等に必要な助⾔や情報提供等を⾏っていく。

地域福祉課
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2021（Ｒ３）年度︓34市町村
2022（Ｒ４）年度︓40市町村

地域福祉課

◆目標・指標 「改正社会福祉法に対応した市町村地域福
祉計画の改定」
  2018（H30）年度︓5市町村
  2021年度︓全市町村

地域福祉課
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